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第１章 計画の策定にあたって 
 

１．計画策定の背景と趣旨 

 

尾鷲市と紀北町で構成する紀北地域では、令和３年３月に障害者基本法に

基づく「第５期紀北地域障がい者福祉計画」を策定するとともに、構成市町

において障害者総合支援法に基づく「障がい福祉計画」、児童福祉法に基づ

く「障がい児福祉計画」を策定し、紀北地域の障がい者施策の総合的かつ計

画的な推進を図っています。 

国における施策は、令和４（2022）年５月に「障害者による情報の取得及

び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律」（障害者情報アクセ

シビリティ・コミュニケーション施策推進法）が制定され、「障害を理由と

する差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律」（令和３年法律

第 56号。「障害者差別解消法改正法」）の成立・公布等を踏まえて、令和５

（2023）年３月に「障害者基本計画（第５次）」が閣議決定されています。 

三重県においても「みえ障がい者共生社会づくりプラン」（2021年度～2023

年度）により、「障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに

人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」を基本理念とし「障が

い者の自己決定の尊重」「社会的障壁の除去」「障がい者本位の途切れのない

支援」「障がいの状況等に応じた支援」「ＤＸ等を踏まえた安全・安心への取

組」を計画推進の基本原則に施策を展開しています。 

紀北地域では、現行計画の計画期間が令和５年度に満了するため、国や三

重県の動向及び社会情勢の変化等を踏まえるとともに、これまでの取り組み

の進捗状況の点検・評価を行い、これまで以上に障がい者の自立や社会参加

を促すための施策を進めるよう、「第６期紀北地域障がい者福祉計画」を策

定します。 
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２．計画の位置づけ 

 

本計画は、障害者基本法第 11条第３項に基づく「市町村障害者計画」（市

町村における障がい者のための施策に関する基本的な計画）であり、尾鷲市、

紀北町からなる紀北地域の障がい者施策に関する指針です。 

計画の策定にあたっては、国の「障害者基本計画」及び県の「みえ障がい

者共生社会づくりプラン」を基本に、上位計画にあたる各市町の「総合計画」

をはじめ、保健・福祉分野の関連計画との整合性を保つものとします。 

さらに、障がい福祉サービスに関する実施計画として、各市町で策定する

障がい福祉計画・障がい児福祉計画と本計画は、互いに補い合う内容として

策定・推進していくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 本 計 画 】 

第６期紀北地域障がい者福祉計画 

【 国・三重県 】 

障害者基本計画（第５次） 

障害福祉計画・障害児福祉計画策定に係る国の基本指針 
 

みえ障がい者共生社会づくりプラン 

整合・調和 

整合 

【第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画】（尾鷲市・紀北町） 

紀北町第２次総合計画 
みんなが元気 ! 紀北町 

第７次尾鷲市総合計画 
住みたいまち 住み続けたいまち おわせ 

【 関連計画 】 

・高齢者保健福祉計画、 

・介護保険事業計画（広域） 

・子ども・子育て支援事業計画、母子

保健計画 

・健康増進計画、自殺対策計画 

・・・など 

【 関連計画 】 

・高齢者保健福祉計画 

・介護保険事業計画（広域） 

・子ども・子育て支援事業計画 

・健康増進計画 

・自殺対策計画 

・・・など 
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３．計画の期間 

 

本計画は令和６年度を初年度とし、令和８年度までの３年間を計画期間と

します。なお、法制度の改正等に応じて、計画期間中においても必要な見直

しを行います。 

 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

      

第４次計画 障害者基本計画（第５次） 

      

みえ障がい者共生社会づくりプラン みえ障がい者共生社会づくりプラン 

      

第５期紀北地域障がい者福祉計画 第６期紀北地域障がい者福祉計画 

      

第６期障がい福祉計画（尾鷲市・紀北町） 第７期障がい福祉計画（尾鷲市・紀北町） 

      

第２期障がい児福祉計画（尾鷲市・紀北町） 第３期障がい児福祉計画（尾鷲市・紀北町） 

 

 

４．障がい者の定義 

 

本計画における「障がい者」という用語については、障害者基本法第２条

で定められる「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他

の心身の機能の障害」がある者であって、障がい及び社会的障壁により、継

続的に日常生活、または社会生活に相当な制限を受けている人を総称するこ

ととします。 

また、発達障害者支援法に規定される自閉症、アスペルガー症候群、その

他の広汎性の発達障がい、学習障がい、注意欠陥多動性障がい等のいわゆる

発達障がいのある人や高次脳機能障がいのある人、難病の人についても本計

画の対象者とします。 
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５．障がい者施策の動向 

 

近年における我が国の障がい者施策の動向は、以下のとおりとなっていま

す。 

 

（１）国の障害者基本計画 

国は、令和５（2023）年３月 14日に「障害者基本計画（第５次）」を閣

議決定し、令和５（2023）年度からの５年間を対象として障がい者の自立

及び社会参加の支援等のための総合的かつ計画的な推進を図っています。 

 

■各分野における障がい者施策の基本的な方向■ 

１．差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

（１）権利擁護の推進、虐待の防止 （２）障害を理由とする差別の解消の推進 

２．安全・安心な生活環境の整備 

（１）住宅の確保 

（２）移動しやすい環境の整備等  

（３）アクセシビリティに配慮した施設、製品等の普

及促進 

（４）障害者に配慮したまちづくりの総合的な推進 

３．情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

（１）情報通信における情報アクセシビリティの向上 

 （２）情報提供の充実等 

（３）意思疎通支援の充実 

（４）行政情報のアクセシビリティの向上 

４．防災、防犯等の推進 

（１）防災対策の推進 

 （２）東日本大震災を始めとする災害からの復興の

推進 

（３）防犯対策の推進 

（４）消費者トラブルの防止及び被害からの救済 

５．行政等における配慮の充実 

（１）司法手続等における配慮等 

 （２）選挙等における配慮等 

（３）行政機関等における配慮及び障害者理解の

促進等 

（４）国家資格に関する配慮等 

６．保健・医療の推進 

（１）精神保健・医療の適切な提供等 

 （２）保健・医療の充実等 

 （３）保健・医療の向上に資する研究開発等の推進 

（４）保健・医療を支える人材の育成・確保 

（５）難病に関する保健・医療施策の推進 

（６）障害の原因となる疾病等の予防・治療 

７．自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

（１）意思決定支援の推進 

 （２）相談支援体制の構築 

 （３）地域移行支援、在宅サービス等の充実 

 （４）障害のあるこどもに対する支援の充実 

 （５）障害福祉サービスの質の向上等 

（６）福祉用具その他アクセシビリティの向上に

資する機器の普及促進・研究開発及び 身体障

害者補助犬の育成等 

（７）障害福祉を支える人材の育成・確保 

８．教育の振興 

（１）インクルーシブ教育システムの推進 

 （２）教育環境の整備 

（３）高等教育における障害学生支援の推進 

（４）生涯を通じた多様な学習活動の充実 
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９．雇用・就業、経済的自立の支援 

（１）総合的な就労支援 

 （２）経済的自立の支援 

 （３）障害者雇用の促進 

（４）障害特性に応じた就労支援及び多様な就業

の機会の確保 

（５）一般就労が困難な障害者に対する支援 

10．文化芸術活動・スポーツ等の振興 

（１）文化芸術活動、余暇・レクリエーション活動の

充実に向けた社会環境の整備 

（２）スポーツに親しめる環境の整備、パラリンピ

ック等競技スポーツに係る取り組みの推進 

11．国際社会での協力・連携の推進 

（１）国際社会に向けた情報発信の推進等 

 （２）国際的枠組みとの連携の推進 

(３) 政府開発援助を通じた国際協力の推進等 

(４) 障害者の国際交流等の推進 

 

■障害者基本計画（第５次）で追加された項目や視点（概略、一部抜粋）■ 

１ 「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」の趣旨を踏まえること 

２ 「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の理念 

３ 「障害者差別解消法改正法」の内容について 

①事業者に対する合理的配慮の提供を義務づけ 

②行政機関相互間の連携強化 

③障害を理由とする差別を解消するための支援措置強化 

４ 社会のあらゆる場面でのアクセシビリティ向上 

５ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に基づき、デジタル機器・サービスに係るア
クセシビリティ環境の整備を促進するための各種取り組みを推進する 

６ 障害者の家族やヤングケアラーを含む介助者など関係者への支援も重要である 

７ 「こども政策の新たな推進体制に関する基本方針」を踏まえた取り組みを推進 

８ 虐待の早期発見や防止に向けた取り組み 

９ 強度行動障害を有する者の支援に関する研修の実施の支援体制整備 

10 どの相談窓口等でも対応されないという事案が生じないように取り組む 

11 ソフト面、ハード面からのバリアフリー化 

12 情報アクセシビリティの向上に向けた、ＩＣＴ機器の利活用の推進や支援 

13 心身の障害等により制限を付している法令の規定（相対的欠格条項）の見直し 

14 医療的ケア児支援センターが各種支援や研修の実施等を推進 

15 障害児においても、こどもの意思決定支援等に配慮した必要な支援を推進 

16 学校教育における障害のある幼児・児童・生徒及び学生に対する支援を推進 

17 公立小・中学校施設における、令和７年度末までの５年間の緊急かつ集中的なバリアフリ
ー化の整備 

18 障害者の文化芸術活動に対する支援、障害者の優れた芸術作品の展示等の推進、地方公
共団体における障害者による文化芸術活動に関する計画策定の促進 
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（２）障がい福祉計画及び障がい児福祉計画 

国は、「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保

するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）」の改正を行い、直

近の障害保健福祉施策の動向等を踏まえ、市町村及び都道府県が令和６～

８年度までの第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画を策定する

にあたって即すべき事項を定めています。 

 

■主な改正点■ 

 ① 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援 

② 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 ③ 福祉施設から一般就労への移行等 

 ④ 障害児のサービス提供体制の計画的な構築 

 ⑤ 発達障害者等支援の一層の充実 

 ⑥ 地域における相談支援体制の充実・強化 

 ⑦ 障害者等に対する虐待の防止 

 ⑧ 地域共生社会の実現に向けた取り組み 

 ⑨ 障害福祉サービスの質の確保 

 ⑩ 障害福祉人材の確保・定着 

 ⑪ よりきめ細かい地域ニーズを踏まえた障害（児）福祉計画の策定 

 ⑫ 障害者による情報の取得利用・意思疎通の推進 

 ⑬ 障害者総合支援法に基づく難病患者への支援の明確化 

 ⑭ その他：地方分権提案に対する対応 

 

（３）その他の障がい者施策の動向 

① 障がい者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策の推進 

障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法においては、国や地方公共団体

の責務を明らかにするとともに、障害者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策を総合

的に推進し、すべての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個

性を尊重し合いながら共生する社会を実現することを目的としています。 

② 障がい者による文化芸術活動の推進 

令和５（2023）年３月に改定された「障害者による文化芸術活動の推進に関する基本的な

計画（第２期）」において、「障害者による幅広い文化芸術活動の更なる促進や展開」、「文化

施設及び福祉施設等をはじめとした関係団体・機関等の連携等による、障害者が文化芸術に

親しみ、参加する機会等の充実」、「地域における障害者による文化芸術活動の推進体制の

構築」を目標とする取り組みを進めています。 
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③ 成年後見制度の利用促進 

「第二期成年後見制度利用促進計画」が令和４（2022）年３月に閣議決定され、成年後見

制度利用支援事業については、市町村長申立ての場合に限らず、本人や親族からの申立て

等も対象になること、後見人以外の保佐人、補助人、後見監督人、保佐監督人、補助監督

人、特別代理人の場合でも事業の対象になることなどが定められました。 
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第２章 紀北地域の障がい者の状況 

１．障がい者の状況等 

（１）身体障がい者の推移 

身体障害者手帳所持者の推移をみると、減少傾向で推移しており、令和

５年では 1,863人となっています。等級別では、特に１級が令和４年から

５年にかけて大きく減少しています。また、障がい別でみると、肢体不自

由障害が最も多く令和５年で 938人、次いで、内部障害が 623人で続きま

す。肢体不自由障害の減少がその他の障がいより多くなっています。 

 

等級別身体障害者手帳所持者の推移 

※各年４月１日現在 

障がい別身体障害者手帳所持者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年４月１日現在  

575 586 586 597 593 592 548

326 319 316 312 309 306 291

460 443 443 438 420 401 403

428 421 425 408 399 386 392

98 93 90 94 90 88 88

143 143 143 148 142 145 141

2,030 2,005 2,003 1,997 1,953 1,918 1,863

0
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１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合 計

（人）

91 96 97 101 97 95 89
185 191 185 189 181 190 185

1,117 1,085 1,079 1,040 1,006 970 938

613 604 613 639 640 634 623

24 29 29 28 29 29 28

2,030 2,005 2,003 1,997 1,953 1,918 1,863

0
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Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

視覚障がい 聴覚・平衡障がい 肢体不自由障がい

内部障がい 音声・言語障がい 合 計

（人）
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（２）知的障がい者の状況 

療育手帳所持者の推移をみると、増加傾向で推移しており、令和５年で

は 343人となっています。等級別ではＡ２重度の方が 132人と最も多くな

っています。また、年齢別でみると令和５年で 18歳以上が 291人、18歳

未満が 52人となっており、18歳以上が増加傾向となっています。 

 

 

等級別療育手帳所持者の推移 

※各年４月１日現在 

 

 

年齢別療育手帳所持者の推移 

※各年４月１日現在  

32 33 33 33 31 32 33
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89 95 98 98 96 96 98
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Ａ１ 最重度 Ａ２ 重度 Ｂ１ 中度 Ｂ２ 軽度 合 計

（人）

60 49 56 54 60 54 52
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（人）
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（３）精神障がい者の状況 

精神障害者保健福祉手帳所持者の推移をみると、令和２年以降、増加傾

向で推移しており、令和５年では 232人となっています。等級別では２級

の方が 158人と最も多くなっています。 

自立支援医療（精神通院医療）受給者の推移をみると、平成 29年から

平成 30年にかけて 140人減少したものの、平成 30年以降増加傾向で推移

し、令和５年では 451人となっています。 

 

 

等級別精神障害者保健福祉手帳所持者の推移 

※各年４月１日現在 

 

自立支援医療（精神通院医療）受給者の推移 

※各年４月１日現在  
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（４）支援が必要な子どもの状況 

 

①支援が必要な子どもの状況の推移 

区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保育所等 人 33 36 27 

幼稚園 人 0 1 2 

小学校 人 55 51 56 

中学校 人 21 20 16 

高校 人 0 0 0 

県立特別支援学校 人 25 29 27 

（内訳）小学部 人 2 3 5 

中学部 人 5 11 8 

高等部 人 18 15 14 

 

②卒業生の状況 

区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

県立特別支援学校（高等部） 人 6 6 5 

※令和５年度は卒業見込み数 
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２．障がい者施策に対する課題・要望 

（１）関係団体、関係機関ヒアリング 

本計画の策定にあたっては、関係団体、関係機関を対象に質問票への回

答形式によるヒアリングを実施しました。ヒアリングにおいて、本地域で

の障がい者施策に関する主な要望等をまとめると以下のとおりとなって

います。 

 

①住まいに関する意見 （住宅/グループホームなど） 

・本人だけでなく、両親等の家族も同様に高齢化しており、これに対応するため、軽

度だけでなく重度の方にも対応したグループホームが必要。 

・空き家を活用したグループホームの設置等の方法により充足させていく検討が必要。 

・一人暮らしの体験ができる場所の確保。 

・グループホームが不足している。 

・障がい者が一人で生活していくには居宅介護事業所が少なく、思うようなサービス

を受けづらい状況。 

 

②仕事に関する意見 （雇用の場／就労機会 など） 

・就労支援Ｂ型事業所で一定程度の水準まで技術を身に着けてきているが、それを実

際の職場で実践できる場が少ない。実践の場の確保と企業側の理解の場を設けてい

くことが必要。企業側の希望も確認しつつ、それに合わせて本人もスキルアップし

ていくサイクルの構築が必要。 

・関係支援機関（障がい者就業・生活支援センター結、東紀州くろしお学園おわせ分

校など）と連携した就職支援。 

・職場実習や障がい者のトライアル雇用等各種助成金制度の活用。 

・障がい者の法定雇用率の引上げに係る周知や雇用率達成に向けた事業主支援。 

・車を所持していない等の求職者については、居所により就職先が大きく制限される

課題がある。 

・Ｂ型事業所での仕事の確保。 

・通常の企業に雇用されることが困難な方が通える、Ａ型事業所の設置。 

・就労移行支援事業の設置。 

・一般就労と就労継続支援施設の中間的な存在があればよい。 

・ジョブワーカーの育成など雇用促進につなげていく仕組みの再検討が必要。 

・高等部卒業後の一般就労、障がい者雇用の場の確保。 

・企業の理解を促進。 
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③教育・保育に関する意見 （発達支援／教育支援／子ども・子育て支援 インクルーシ

ブ教育への取り組み など） 

・児童発達支援センターの整備に向けて関係者との協議の継続。 

・障がいのある子ども・発達が気になる子を、その子にあった育ちの支援へつなぐ。 

・放課後デイサービスの拡充。 

・保育所等・幼稚園時代からのインクルーシブ教育の実施。 

・差別のない教育の実施。 

・途切れのない支援や教育に向け、福祉部署と教育部署が一緒に考えていける体制。 

・発達支援センターの設立。 

・地域における困難事例や、障がいに対する理解、知識など話せる場が必要。 

 

④在宅福祉サービスに関する意見 （各種福祉サービス、移動支援、相談支援、意思決定

支援 ヤングケアラーを含む家族支援 など） 

・人員不足によるサービスの停滞を懸念。ヘルパーの確保など地域における介護人員

の慢性的な不足の解消が必要。 

・相談支援事業所の増加が必要。 

・移動支援の促進。 

・土日に利用できるサービスの増加。 

・困りごとが発生した場合のワンストップ型の相談窓口が必要。 

 

⑤保健・医療サービスに関する意見 （保健／医療サービス など） 

・精神疾患を抱えた方にも対応可能な訪問看護サービスが必要。 

・各種医療機関と福祉サービスの適切な利用促進。 

・医療的ケア児を受け入れ可能な地域での整備。 

・市外、町外、圏域外の通院サービス利用について検討が必要。 

・巡回相談の大幅な縮小による地域での生活に不安。 

・車での通院ができない場合のリハビリや装具の修理。 

・医療機関が少ない地域であり、相談を受けた機関が適切に次につなげる体制の整備。 

 

⑥生活しやすいまちづくりに関する意見 （バリアフリー／防災／防犯／消費者トラブル 

など） 

・施設改修や新設時に、バリアフリー化を進めてきている。 

・公共交通機関の利用しやすさの向上が必要。 

・防災訓練などにおける障がい者の参加。 

・障がい者の避難について、地域での情報の周知や体制の強化が必要。 

・防犯や消費者トラブルについて、地域での支援が必要。 
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⑦権利擁護、虐待防止について 

・日常生活支援事業だけでなく、成年後見等の利用について普及していく必要がある。 

・見守る人たちへの教育は定期的に行い、職員は二人以上で利用者を見守る体制とす

る。 

・障がい者と地域が交流できる機会を増やす。 

・権利擁護、虐待について、障がい者本人、家族にも浸透していないため周知徹底が

必要。 

・虐待防止の啓発活動は続けていく必要はあるが、家庭内の状況まではわからない。 

 

⑧各種社会活動 （スポーツ活動／生涯学習活動 など） 

・スポレク祭だけではなく、ニュースポーツに触れる機会や新たな文化活動に触れる

機会をつくっていく必要がある。 

・スポーツはコミュニティの場でもあり、汗をかく機会や場所を増やす必要がある。 

・土日祝日に開催される社会活動への参加にはヘルパーの援助が必要であり、休日の

利用体制の強化が必要。 

・社会活動の参加のために移動支援サービスの増強が必要。 

 

⑨地域福祉 （啓発・交流／福祉教育／ボランティア など） 

・若いときからの障がい者との交流の機会を増加し、地域福祉やボランティア活動の

促進につなげる。 

・障がい者が地域で自立して生活するためには、地域の理解が何より必要であり、住

民にとどく情報発信の仕方に工夫が必要。 

 

⑩情報アクセシビリティ向上・意思疎通支援の取り組み 

・手話通訳士や要約筆記者の利用がない状況ではあるが、地域内でこれらの資格を持

つ方の育成は継続して実施していく必要がある。 

・意思疎通にかかる日常生活用具の見直しについては随時行っていく必要がある。 

・当事者の意向を引き出す技術の向上が必要であり、そうした役割を担う人材育成の

仕組みづくりが必要。 

・意思疎通については、当事者にかかわる機会を増やす必要がある。 

 

⑪その他、ご意見等 

・学童期～成年期～老年期の途切れない支援や引き継ぎの体制づくりが必要。療育セ

ンター（発達支援センター）の設立。 

・休日に障がいを持つ方の集まりやすい場所、「居場所」が必要である。 

・人口の少ない市町であり、学生や元気な高齢者の力を借りて（巻き込んで）課題に

取り組んでいく必要がある。 

  



15 

（２）第５期計画評価課題 

第５期計画の評価・検証による施策を進めていく上での課題は以下のと

おりとなっています。 

 

１．共生社会の実現に向けた誰もが暮らしやすいまちづくり 

（１）障がいを理由とする差別の解消と障がい理解の促進 

（課題） 

・交流教育において児童生徒の移動に課題がある。 

・全庁的に、障がい者に対する支援は、必要に応じて行っているが、実行している

支援が合理的配慮と意識づけられるよう研修を行う必要がある。 

（２）権利擁護の推進 

（課題） 

・市民後見人の育成や法人後見の協議を進める必要がある。 

・障がい者の保護者の高齢化が進んでおり、成年後見制度や日常生活自立支援事業

の活用につなげるよう周知等を促進していく必要がある。 

（３）住民参画による支え合いの地域づくり 

（課題） 

・ボランティアの横のつながりの場をつくる必要がある。 

（４）わかりやすい情報提供 

（課題） 

・手話奉仕員等の担い手の確保に引き続き取り組む必要がある。 

（５）社会参加・交流の場の充実 

（課題） 

・コロナ禍の事業中止により参加者の意欲の低下や体力の低下が課題となっている。 

・参加者が高齢化していく中、水分補強や体調の管理にさらに注意が必要となって

いる。 

・人口減少、高齢化の進展により、新たなボランティアの確保が困難な状況となっ

ている。 
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２．地域における自立と途切れのない支援体制づくり 

（１）雇用・就労、経済的自立の支援 

（課題） 

・利用者の高齢化が進んできており、本人の状況に合わせた生活介護や介護保険事

業のデイサービスへの円滑な移行も含めた検討が必要となっている。 

・一般就労に向けて、企業での研修機会の確保が課題となっている。 

・事業者による通所送迎は負担が大きく、障がい者自身での公共交通機関を利用し

た通所ができるようトレーニングを行う機会が必要となっている。 

・保護者の送迎が難しくなったときへの不安解消に向けた制度等が必要となってい

る。 

（２）相談支援体制・在宅サービス等の充実 

（課題） 

・ヘルパー不足により、利用開始調整に時間を要しており、その確保が課題となっ

ている。 

・利用者の高齢化が問題。各事業所の高齢の障がい者の受け入れ態勢を考え、介護

サービスへの移行を検討する仕組みづくりが必要と思われる。 

・紀北地域協議会の開催について、コロナ禍のような状況でも開催できる方法を検

討する必要がある。 

（３）障がい児支援の充実 

（課題） 

・児童発達支援センターの設置の障壁を整理・解決に取り組み早期の実現を図る必

要がある。 

・支援の必要な子どもが増加傾向であり、より多くの介助員の確保が必要となって

いる。 

・就学に向けた支援体制のあり方について見直しが必要となっている。 

・校内での交流やレクリエーション活動を通じての、豊かな人間性を形成する交流

の場の確保が必要となっている。 

・高等部卒業後の日中活動を行うサービス（福祉事業所、就労継続支援）の不足に

より進路先の確保に課題がある。 

（４）保健・医療との連携 

（課題） 

・紀北地域は精神科が少なく、こころの病気を疑った場合に、受診するまでに日数

がかかる場合がある。 

・窓口の充実及び関係機関との連携により、早期受診、支援につながる地域での体

制づくりが引き続き重要となっている。 

・圏域外へのサービスの利用において、移動手段の確保が課題となっている。 
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３．地域での暮らしを支える安全・安心な生活環境づくり 

（１）防災・防犯対策の推進 

（課題） 

・災害時の被害を最小とするために、防災知識の普及と防災意識の向上が図られる

よう引き続き防災対策講習会などを実施していく必要がある。 

（２）誰もが暮らしやすい環境づくり 

（課題） 

・障がい者が安心して暮らすことができるよう、施設のバリアフリー化へ取り組ん

でいく必要がある。 

（３）住まいの確保 

（課題） 

・空き家が増加しており、グループホームになりうる物件が多くなって来ている中、

運営の担い手の確保が必要となっている。 

・入居者の状況確認のための訪問がなかなかできていない状況となっている。 

・障がいの状況に合わせた住宅改修や福祉用具の設置が必要となるため、賃貸人に

対して理解を求めていく必要がある。 

（４）移動手段の確保 

（課題） 

・コロナ禍が収束していく中、移動支援事業を利用した社会参加が増加してくると

想定され、ヘルパー不足などの課題がある。 

・公共交通機関の本数に限りもあり、ヘルパーがついての移動支援だけでなく、福

祉有償運送、介護タクシー等の利用促進に向けた取り組みが必要となっている。 
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第３章 計画の基本理念と目標 
 

１．基本理念 

 

共生社会の実現には、障がい者に対する差別を解消するとともに、障がい

者の自立や参加を妨げる社会的障壁の除去に社会全体で取り組むことが必

要であり、その上で、障がい者が自らの決定に基づき、社会のあらゆる活動

に参加し、自らの能力を最大限に発揮して、自己実現できるよう支援してい

くことが求められます。 

「障害者基本法」第１条では、すべての国民が、障がいの有無にかかわら

ず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されること

を前提に、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個

性を尊重し合いながら共生するため、障がい者の自立と社会参加の支援のた

めの施策を総合的かつ計画的に推進することが、その目的として示されてい

ます。 

さらに、障害者総合支援法においては、障害者基本法の目的や基本原則を

踏まえ、「地域社会における共生の実現」に向けた取り組みが最大のテーマ

とされており、誰もが住み慣れた家庭や地域で安心していきいきと暮らして

いくために、制度によるサービスを利用するだけでなく、地域での人と人と

のつながりを大切にし、お互いに助け合う関係を築きながら、誰もが支え合

う地域共生社会の実現が求められています。 

こうした法の理念を踏まえ、本計画では、引き続き「共生社会の実現」に

向け、障がいの有無にかかわらず、誰もが生きがいを持って自立でき、社会

参加できる機会が保障され、相互に人格と個性を尊重し合い、共生できる紀

北地域づくりを一層推進するため、前計画の趣旨を引き続き、次の基本理念

を掲げます。 

 

 

ともに支え合い、ともに暮らすことのできる地域づくり 

 

 

  

基本理念 
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２．基本目標 

 

基本理念である「ともに支え合い、ともに暮らすことのできる地域づくり」

の実現に向け、次の３つの基本目標を掲げます。 
 
 

基本目標１ 共生社会の実現に向けた誰もが暮らしやすい

まちづくり 
日常生活における障がい者にとっての障壁を取り除き、障がい者が自発的

に日常生活や社会的活動を行うことができる地域を実現するため､住民の障

がいへの理解促進を図るとともに、行政、事業者、支援者、障がい者自身も

それぞれの役割の中でお互いに支え合い､助け合いながら生活できる共生社

会の実現と権利擁護などの推進により、地域で誰もが暮らしやすいまちづく

りを進めます。 

 

基本目標２ 地域における自立と途切れのない支援体制づ

くり 
障がい者が、住み慣れた地域で自立した日常生活が送れるよう、雇用・就

労、経済的自立の支援を促進するとともに、福祉、保健・医療、教育、就労

等の関係機関が連携し、年齢や障がい特性に応じた、途切れのない支援を提

供するため、発達支援体制の強化、相談支援体制や福祉サービスの充実を図

ります。 

 

基本目標３ 地域での暮らしを支える安全・安心な生活環境
づくり 

障がいの有無にかかわらず、その人らしい自立した社会生活の実現を支援

するため、防災・防犯対策の推進や公共施設等のバリアフリー化、住まいの

確保、移動手段の確保など、障がい者が地域で安全で安心して生活できる環

境づくりを進めます。 
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第６期紀北地域障がい者福祉計画の施策体系 

 

 

  

基本理念  基本目標  施策項目 
     

と
も
に
支
え
合
い
、
と
も
に
暮
ら
す
こ
と
の
で
き
る
地
域
づ
く
り 

  

基本目標１ 

共生社会の実現
に向けた誰もが
暮らしやすいま
ちづくり 

 
(１)障がいを理由とする差別の解消 

と障がい理解の促進 

(２)権利擁護の推進 

(３)住民参画による支え合いの地域 

づくり 

(４)わかりやすい情報提供 

(５)社会参加・交流の場の充実 

   

   
 

 
 

  

基本目標２ 

地域における自
立と途切れのな
い支援体制づく
り 

 

(１)雇用・就労、経済的自立の支援 

(２)相談支援・在宅サービスの充実 

(３)障がい児支援の充実 

(４)保健・医療との連携 

   

   
 

 
 

  

基本目標３ 

地域での暮らし
を支える安全・
安心な生活環境
づくり 

 

(１)防災・防犯対策の推進 

(２)誰もが暮らしやすい環境づくり 

(３)住まいの確保 

(４)移動手段の確保    
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３．重点施策 

 

本計画においては、障がい者福祉にかかわる３つの基本目標に掲げた施

策・事業を計画的に推進していくことが基本となりますが、基本理念である

「ともに支え合い、ともに暮らすことのできる地域づくり」の実現に向けて、

継続的かつ重点的に取り組む施策を設定し、障がい者施策の充実を図ります。 

 

重点施策１ 雇用・就労、経済的自立の支援 

地域における自立した生活を支援するためにも、引き続き、多様な障がい

の特性に応じた就労の場の充実を図るとともに、福祉的就労における安定的

な受託の確保を図ります。 

 

○福祉的就労の場の確保／○就労サポート・定着支援／○多様な就労形態の創出 

 

重点施策２ 地域生活への移行のための住まいの充実 

障がいのある人が住み慣れた地域での生活を続けるために、住環境の整備

に向けて、グループホーム等の設置の支援、グループホームの入所者が安心

して暮らせる支援体制の充実に努めます。 

 

○グループホームの整備／○地域生活支援拠点整備も含めたグループホームとの

連携 

 

重点施策３ 途切れのない障がい児支援の充実 

子ども一人ひとりが持つ個性や能力を最大限伸ばし、健やかな成長を支え

ていくためには、子どものライフステージに沿って、地域の保健、医療、障

がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図り、途切れのない支援を図り

ます。 

 

○児童発達支援センターの整備／○早期発見、早期発達支援システムの充実／○発

達支援体制、相談支援体制の充実 
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第４章 施策の推進 
 

１．共生社会の実現に向けた誰もが暮らしやすいまち
づくり 

 

（１）障がいを理由とする差別の解消と障がい理解の促進 

施策の方向 

・障害者差別解消法の施行に伴い、行政機関や民間事業者等だけでなく、広く

住民に対して障がいを理由とする差別の解消や合理的配慮の必要性などを

啓発します。 

・福祉教育や交流教育、様々なメディアや機会を効果的に活用しながら、障が

いや障がい者に対する理解を深めるための事業を継続して行います。 

・県立特別支援学校の小中学部に在籍する児童生徒が、交流及び共同学習を通

して、地域内の小中学校において学習する機会の充実を図ります。 

 

主な施策・事業の内容 

①障がいを理由とする差別の解消 

施策・事業 取り組み内容 

差別解消に向けた啓

発活動の推進 
・地域における障がいを理由とする差別の解消及び合理

的配慮の推進を図るため、広報、ホームページ等を通

じて、住民や民間事業者等への啓発を促進します。 

 

②福祉教育の充実 

施策・事業 取り組み内容 

学校教育の中での福

祉教育 
・各学校での人権教育や道徳教育を充実させ、障がいに

対する正しい知識と理解を深めます。 

交流教育の推進 ・東紀州くろしお学園おわせ分校と地域の保・幼・小・

中・高等学校との交流機会を積極的に創出します。ま

た、地域の一員として住民の方々と連携しながら、東

紀州くろしお学園おわせ分校への理解と協力が得られ

るように努めます。 

・交流活動を継続して実施し、特別支援学級、特別支援

学校相互の交流を深めます。 

・特別支援教育における交流及び共同学習の取り組みを

さらに進めるため、特別支援学校との副次的な籍制度
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を導入します。県立特別支援学校の小中学部に在籍す

る児童生徒が、交流及び共同学習を通して、地域内の

小中学校において学習する機会の充実を図ります。 

 

③広報・啓発活動 

施策・事業 取り組み内容 

障がい者に関する理

解と啓発 
・交流活動の場を積極的に設け、障がい者が地域で明る

く暮らせる地域づくりを推進します。 

・障がい者の差別につながる用語や表現の撤廃に向け、

啓発活動を推進します。 

・障がい者に対する誤解や偏見を取り除くため、個人だ

けでなく企業や団体等に対して、あらゆる媒体を活用

した正しい知識や情報の普及を進めます。 

「障がい者週間」等の

周知 
・「障がい者週間」（12 月３日～12 月９日）、「人権週間」

（12 月４日～12 月 10 日）、「障がい者雇用支援月間」

（９月）について、広報紙や社協だより等で周知を図

ります。 

 

④行政サービスなどにおける配慮 

施策・事業 取り組み内容 

行政サービスにおけ

る合理的配慮の追求 
・行政職員が求められる合理的配慮の考え方のもと、業

務に取り組めるよう、研修等を実施します。 
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（２）権利擁護の推進 

施策の方向 

・判断能力が十分でないと思われる障がい者が、日常生活や社会生活における

意思決定の際に不利益を受けることがないよう、本人の自己決定を尊重し意

思決定を支援していくための体制の整備を図ります。 

・家族等の高齢化により、親亡き後の支援が課題となっており、成年後見制度

や日常生活自立支援事業の周知と適切な利用を支援するとともに、後見人の

受け皿の拡大に向けて法人後見等の育成に取り組みます。 

 

主な施策・事業の内容 

①権利擁護体制の充実 

施策・事業 取り組み内容 

権利擁護に関する相

談体制の充実 
・市町担当課及び紀北地域障がい者総合相談支援センタ

ー結において、虐待防止や早期発見のための関係機関

との連絡調整、権利擁護のために必要な援助を行うこ

とにより、障がい者が自立した生活を送れるよう、相

談支援事業体制の拡充を図ります。 

・地域においては、民生委員・児童委員、病院、サービ

ス提供事業所、学校、地域包括支援センター等、身近

な場所が相談先となっているため、様々な地域の相談

窓口との連携を強化し、権利擁護の相談支援体制の充

実を図ります。 

日常生活自立支援事

業の充実 
・社会福祉協議会の日常生活自立支援センターとの連携

により、成年後見制度利用支援事業や日常生活自立支

援事業を実施し、権利擁護の体制強化を図るとともに、

制度の啓発に努めます。 

・市民後見人の養成や法人後見人の育成に努めます。 

 

②権利擁護に対する広報・啓発活動の推進 

施策・事業 取り組み内容 

権利擁護についての

住民理解の拡大 
・障がい者の権利擁護や制度等について一般住民の理解

と認識を深めるため、幅広く広報・啓発活動を推進し

ます。 
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（３）住民参画による支え合いの地域づくり 

施策の方向 

・地域社会においてボランティア活動が促進されるよう、ボランティアの育成

や活動支援の充実を図りながら、ボランティア交流会など横のつながりを中

心とした協議の場の設置に努めていきます。 

・住民主体の支え合いの地域づくりについて、仕組みづくりや体制整備を進め

ていきます。 

 

主な施策・事業の内容 

①ボランティアの育成 

施策・事業 取り組み内容 

ボランティアの育成

に向けた施策の充実 
・ボランティア活動やボランティア講座の充実を図り、

ボランティアの育成を推進するとともに、講座受講者

へのフォローアップ研修等を行います。 

・住民主体の支え合いの地域づくりについて、仕組みづ

くりや体制整備を進めていきます。 

 

②ボランティア活動の支援 

施策・事業 取り組み内容 

ボランティア団体と

の連携の強化 
・交流会などを開催し、行政とＮＰＯ団体やボランティ

アとの連携・情報交換を図ります。 

・生活支援ボランティアの育成と障がい者の社会参加を

コーディネートできる人材の育成を図ります。 

ボランティアセンタ

ー事業の推進 
・ニーズを把握するとともに、関係機関と連携し、サー

ビスの開発やニーズと活動のマッチングの支援ができ

る仕組みづくりに努めます。 

・ボランティア交流会などボランティア同士の協議の場

の設置に努めていきます。 
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（４）わかりやすい情報提供 

施策の方向 

・障がい者が自らの選択により社会参加やサービス利用ができるよう、行政情

報や各種サービスの情報提供の充実に努めるとともに、障がい者に対する情

報保障の観点から、障がい特性に応じた多様な手段で情報提供ができるよう

情報のバリアフリー化に取り組みます。 

・聴覚障がい者等の意思疎通の支援を行うとともに、担い手である手話奉仕員

等の養成研修等について検討を行っていきます。 

・障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法を踏まえた、

情報へのアクセシビリティ（取得・利用）の向上やコミュニケーション（意

思疎通）手段の充実に努めます。 
 

主な施策・事業の内容 

①情報提供・相談体制の充実 

施策・事業 取り組み内容 

障がい福祉サービス

等の情報提供の充実 

・広報、ホームページ等の活用とともに、特定相談支援

事業所等を通じて、各種障がい福祉サービスの内容や

サービス事業所の情報、サービスの利用方法など、情

報提供の充実に努めます。 

障がいに配慮した行

政窓口づくり 

・障がい者が、自らの選択により自ら望む行政サービス

が受けられるよう、行政窓口での説明にあたっては、

障がい特性に応じて、筆談等やわかりやすい言葉使い

を用いるなど、障がい者に配慮した窓口づくりを進め

ます。 
 

②意思疎通支援事業の充実 

施策・事業 取り組み内容 

意思疎通支援事業の

充実 

・意思疎通を図ることに支障がある聴覚障がい者に対し

て、手話通訳者、要約筆記者等の派遣を行い、意思疎

通の支援を行うとともに、制度の周知を図ります。 

・手話奉仕員等の養成研修等を行っていきます。 

 

③情報アクセシビリティ・コミュニケーションの向上 

施策・事業 取り組み内容 

情報アクセシビリテ

ィの向上に向けた、Ｉ

ＣＴ機器の利活用の

推進や支援 

・障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施

策推進法を踏まえて、ＩＣＴ機器や情報通信技術を活

用した情報へのアクセシビリティ（取得・利用）の向

上やコミュニケーション（意思疎通）手段の充実に努

めます。 
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（５）社会参加・交流の場の充実 

施策の方向 

・障がい者が積極的に社会活動に参加できるよう、無理なく参加できる学習や

スポーツの機会を広く設けるとともに、情報提供に努め、参画機会の拡大を

図ります。 

・障がい者の主体的な余暇活動や社会参加の促進のため、各種障がい者団体や

サークル活動、ボランティア活動への支援を促進するとともに、指導者やボ

ランティアの確保に努めます。 

・障がい者が円滑に文化活動、スポーツ・レクリエーション活動を行うことが

できるよう、環境の整備等を推進します。 

 

主な施策・事業の内容 

①生涯学習・スポーツの振興 

施策・事業 取り組み内容 

各種講座等の充実 ・障がい者の様々な生涯学習機会が拡充されるよう、障

がいの有無にかかわらず参加しやすい講座を開設する

とともに、公民館講座や講演会などにおける受け入れ

体制の充実に努めます。 

生涯学習活動への参

加促進 
・障がい者が学習する施設の充実を図るとともに、公民

館、図書館、文化ホールなど生涯学習のための施設の

バリアフリー化を推進します。 

・図書館サービスの充実、点字図書の充実、録音図書等

貸し出し等コンテンツの充実と対面朗読サービス実施

の検討を行います。 

スポーツ活動の推進 ・個々の障がい種別に応じた教室を開催するとともに、

高齢者や障がい者が無理なく行うことのできるスポー

ツを検討し、取り入れを図ります。 

・バリアフリー化を推進し、誰もが利用しやすいスポー

ツ施設の整備に努めます。 

・関係機関の連携を図り、スポーツ推進のためのスポー

ツ指導員の育成に努めます。 

文化祭、作品展への参

加促進 
・文化祭、作品展、移動展などの開催により、活動の成

果を発表できる場をつくります。 

レクリエーション活

動への参加促進 
・障がい者の参加を促すとともに、関係団体やボランテ

ィアとの連携を強化しながら、ニュースポーツの推進

を図り、様々なレクリエーション活動に、障がい者だ

けでなく、子どもや高齢者など地域住民の誰もが気軽

に参加できる機会を広げます。 
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②交流の場づくり 

施策・事業 取り組み内容 

交流活動の充実 ・様々なイベントに参加できる環境整備を促進し、地域

社会との交流機会を広げます。 

・新規参加者の発掘に努めるなど、障がい者イベントへ

の幅広い参加を呼び掛け、地域住民との交流を深めま

す。 

・地域で開催される行事との共同開催を図るとともに、

参加者のニーズを調査し、参加者の増員及び企画内容

の工夫に努めます。 

・日中に気軽に集い、交流できるサロン等の居場所づく

りを支援するとともに、情報提供に努めます。 

 

③社会参加への手助け 

施策・事業 取り組み内容 

社会参加のための情

報提供 
・ボランティア団体と協働し、「声の広報」の録音や手話

などにより、障がい者の社会参加のための情報提供を

進めるとともに、利用希望者の発掘とともに、支援す

る側の育成を図ります。 

・障がい者に限定せず、高齢者も含めた幅広い住民への

情報提供に努めます。 

サークル活動の支援 ・障がい者が集い、交流する場の活性化を図るため、サ

ークル活動などを支援するとともに、障がい者を含め

住民に対し、活動についての啓発に努めます。 

活動の活性化 ・東紀州くろしお学園や紀北地域障がい者総合相談支援

センター結との情報共有を図り、対象者の実態把握に

努めるとともに、指導者やボランティアの確保に努め、

活動の活性化を図ります。 
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２．地域における自立と途切れのない支援体制づくり 

 

（１）雇用・就労、経済的自立の支援 

施策の方向 

・働く意欲のある障がい者が、その適性に応じて、能力を十分に発揮すること

ができるよう、公共職業安定所（ハローワーク）等の関係機関と連携し、事

業者への障がい者の雇用について啓発活動に取り組みます。また、一般就労

を希望する者にはできる限り一般就労ができるよう支援するとともに、就労

継続支援Ｂ型事業等の工賃の水準が向上するような体制づくりや支援等を

通じて、一般就職が難しい障がい者の福祉的就労の底上げを促進します。 

・障がい者の生活の安定を図るため、公的支援制度や各種手当について周知に

努め、経済的自立を支援します。 

・障がい者自身での事業所への通所支援、移動支援について体制の整備を検討

していきます。 
 

主な施策・事業の内容 

①就労機会の拡充 

施策・事業 取り組み内容 

障がい者の雇用に関

する啓発 
・県や公共職業安定所（ハローワーク）等と連携し、住

民や企業等の理解を深めるための啓発活動を推進しま

す。また、障がい者雇用に関する優良事例の情報収集

を行い、助成制度の活用、税制上の優遇措置などとあ

わせての周知に継続して取り組みます。 

他機関との連携 ・県やハローワーク、障がい者就業・生活支援センター、

企業等との連携を図り、職業相談及び他機関への調整

を実施します。 

・障がい者だけでなく生活困窮者や引きこもりの方など

も含めた派遣型人材センター的な就労機会の体制を検

討します。 

就労訓練事業等の確

保 
・一般の企業などへの就労を希望する障がい者に対し、

就労機会の提供や就労に必要な知識・能力の向上のた

め、就労継続支援事業所等の日中活動系サービスの場

の確保に努めます。 

・圏域で職業評価や就労アセスメントが行える体制を検

討します。 
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②継続的就労への支援 

施策・事業 取り組み内容 

就労サポート・定着支

援 
・就労後のフォローアップ等総合的な支援を行うため、

障がい者就業・生活支援センターの就労担当、生活担

当の各コーディネーターを中心に障がい者総合相談支

援センターや特定相談支援事業所との連携を強化しま

す。 

・就労定着支援のため、三重障害者職業センターと連携

し、職業評価・ジョブコーチによる支援などを行いま

す。 

・障がい分野にとらわれず、生活困窮者支援・高齢者分

野との連携を検討します。 

他機関との連携 ・ハローワークを核として、関係機関の連携による就労

支援体制を確立するとともに、障がい者就業・生活支

援センターとハローワークとの連携による相談体制を

整備し、継続的な就労を支援します。 

・障がい者の身近な地域における雇用、保健福祉、教育

等の関係機関の連携拠点である障がい者就業・生活支

援センターにおいて、就業面及び生活面からの一体的

な相談支援を実施します。 

就労準備の充実 ・就労準備として、障がい者就業・生活支援センター、

ハローワーク、特別支援学校等との連携を密にし、三

重障害者職業センター等を活用して、障がい者のスム

ーズな就労を目指します。 

 

③福祉的就労の充実 

施策・事業 取り組み内容 

福祉的就労の場の確

保 
・一般就労が困難な人などが福祉的な支援を受けながら

働く場として、就労継続支援などを推進するよう事業

所の確保を図ります。 

・一般就労の可能性のある人へ働きかけを行い、利用者

の能力に応じて就労につなげる支援体制を確立しま

す。 

・福祉的就労から一般就労希望者の雇用先や新しい就労

支援体制を検討します。 

通所施設の利用促進 ・社会活動の場がない引きこもりがちな在宅の障がい者

に対して、医療・福祉関係者が積極的に手を差し伸べ、

作業所への通所を促すなどの利用支援の充実に努めま

す。 

・事業所への移動支援への体制整備の検討を図ります。 
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④福祉的就労に対する支援 

施策・事業 取り組み内容 

多様な就労形態の創

出 
・ボランティアの参加や一般企業との協働のもと、社会

的事業所や就労体験サロンなど多様な就労形態をつく

りだすとともに、地域とのかかわりを深めます。 

・施設間での連携を強化し、人材やノウハウなどの相互

活用を促します。 

・福祉分野だけでなく、農林水産業分野とも連携し、福

祉的就労が可能な領域を広げていきます。 

販路拡大・工賃アップ ・優先調達方針の周知に努めるとともに、産業部門とも

連携し、地方公共団体による作業所などへの発注を促

進するなど、工賃アップと作業量の確保に努めます。 

・一般企業の領域と重ならない分野での新規の製品開発

と役務提供分野の開拓に努め、取引先の拡大に努める

とともに、販路拡大に取り組み、収益の拡大を図りま

す。 

 

⑤日中活動の場づくり 

施策・事業 取り組み内容 

日中活動の場の確保

と活動の支援 

 

・事業所に通えない障がい者等の日中活動の場として、

様々な人が過ごせるスペースづくりとともに、送迎や

支援者へのボランティアの活用、障がい者の短時間の

雇用（喫茶等）につなげる方策を検討します。 

・事業所に通えない障がい者が様々な人との交流ができ

る場所づくりを検討します。 

 

⑥生活保障に向けた公的支援制度の充実 

施策・事業 取り組み内容 

各種手当の支給 ・障がい者の生活の安定を図るため、各種手当の支給に

ついて継続して実施するとともに、より適切に活用さ

れるよう、広報などによる周知を図ります。 

年金制度など生活の

安定支援 
・障害基礎年金について、障がい者の生活の安定を図る

ため、広報などによる周知を行い、適切な受給に努め

ます。 

手帳所持者への優遇

措置の活用 
・障害者手帳所持者が活用できる優遇措置（医療費助成、

公共交通の割引など）の周知を行い、生活の安定化を

図ります。 
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（２）相談支援体制・在宅サービス等の充実 

施策の方向 

・居宅介護をはじめとする訪問系サービスの整備を促進するとともに、日常生

活用具の利用促進や外出支援など、障がい者が安心して在宅生活を営むため

に必要な在宅福祉サービスの充実を図ります。 

・障がい者の自立と社会参加を促進するため、生活介護や就労継続支援などの

日中活動系サービスの充実を図ります。 

・障がい者の高齢化に応じて、介護保険制度の利用も含めて、適切なサービス

が受給できるように関係機関と連携を図ります。 

 

主な施策・事業の内容 

①ニーズに応じた在宅福祉サービスの充実 

施策・事業 取り組み内容 

訪問系サービス ・ニーズへの対応がきめ細かくできるよう、居宅での食

事や入浴、排せつ等の介護を行う居宅介護や重度訪問

介護等のサービスの確保に努め、重度の障がい者を含

めた障がい者の居宅での生活を支援します。 

・サービス量の確保とともに、特に、重度の障がい者や

精神障がい者などの障がいの状態に応じて適切に提供

できるよう、質の向上を図ります。また、ホームヘル

パーの確保とともに、資質の向上を図るため、県によ

る研修などへの参加を促します。 

・緊急時対応可能な短期入所（ショートステイ）の確保

等について検討します。 

日中活動系サービス ・障がい者が日中において自立した生活を送るため、生

活介護・自立訓練・就労継続支援・療養介護などによ

る支援を行います。サービスの実施にあたっては、計

画相談による適切なアセスメントを行い、利用者の状

況に応じたサービスへの円滑な移行を促進するととも

に、事業所に対してサービス利用者の動向やサービス

内容などに関する情報提供を行います。 

・障がい者の高齢化に応じて、本人の身体状況や精神状

況に合わせて適切なサービスが受給できるように、介

護保険制度の利用も含めて、本人の意向を確認しなが

ら、関係機関と連携を図ります。 

日中一時支援事業 ・日中一時支援事業については、継続して実施していく

とともに、児童発達支援センターを含めた放課後等デ

イサービスの設置に向けて進めていきます。 
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サービス支援体制の

充実 
・サービス提供事業所等とより一層の連携を図り、必要

なサービスが提供できるよう、一体的な取り組みに努

めます。 

介護保険サービスの

利用促進 
・65歳以上で要介護認定を受けた人には、障がいの特性

にあったサービス利用の周知など介護保険サービスの

利用促進を図ります。また、40～64歳の人で特定疾病

による場合にも介護保険サービスを利用できることに

ついて、啓発を図ります。 

地域生活支援事業の

推進 
・地域生活支援事業の各事業におけるサービス量を確保

するとともに、その充実を図ります。また、地域生活

支援事業は市町村の創意工夫により事業内容を柔軟に

設定できることから、障がい者のニーズに応じて事業

内容を検討し、充実を図ります。 

 

②みんなで支える地域生活への支援 

施策・事業 取り組み内容 

地域福祉活動の推進 ・障がい者の住み慣れた地域での自立生活を支援するた

め、社会福祉協議会、民生委員・児童委員、自治会等

の関係者は、普段から顔の見える関係づくりに努め、

組織化の促進など支援体制づくりに努めます。 

インフォーマルサー

ビスの充実 
・障がい者が地域で安心して生活できるように、地域の

インフォーマルなサービス（地域住民やボランティア

などが提供するサービス）を把握し、これらのサービ

スが充実するよう、情報提供等に努めるとともに、担

い手であるボランティアの育成に努めます。 

 

③福祉機器等の充実 

施策・事業 取り組み内容 

日常生活用具給付等

事業 
・障がいの特性に応じた給付品目の選定に努めるととも

に、日常生活用具に関する情報提供の充実を図ります。 

・地域内外の業者に働きかけ、一人ひとりに合った機器

が提供できる体制整備に努めます。 
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④相談窓口体制の充実 

施策・事業 取り組み内容 

専門相談の充実 ・障がい者の相談に迅速かつ的確に応じられるよう、紀

北地域障がい者総合相談支援センター結において専門

相談員によるライフステージに応じた相談支援事業を

実施するとともに、両市町の窓口との連携を強化しま

す。 

相談支援事業の充実 ・紀北地域障がい者総合相談支援センター結に設置した

基幹型相談支援センターの相談支援体制の強化を図

り、障がい者のそれぞれの課題（ニーズ）に対応した

支援を行います。 

・相談支援事業を担う人材の育成を図るとともに、相談

支援事業の周知を図ります。 

 

⑤総合的、体系的な支援システムづくり 

施策・事業 取り組み内容 

紀北地域協議会の推

進 
・適切な相談支援が実現できるよう、紀北地域協議会に

おいて、困難事例への対応策や共通課題への対応策の

検討、関係機関とのネットワーク構築などの支援を行

います。 

 

⑥ソーシャルワークの実践 

施策・事業 取り組み内容 

ケースワーク及びケ

アマネジメントの実

践から見出された課

題の解決 

・ケースワーク及びケアマネジメントの実践を通して把

握された、地域で不足している福祉サービス及び社会

資源等を充実させるための検討を行います。 
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（３）障がい児支援の充実 

施策の方向 

・児童発達支援センターの整備を検討するとともに、関係機関と連携し、障が

いのある子どもに対し、それぞれの障がいの状況に応じた適切な発達支援・

相談支援体制の充実を図ります。 

・放課後活動については、障がいのある児童・生徒を受け入れられる体制の整

備に努め、支援員等の確保や専門性の向上に努めます。 

・児童・生徒の障がいの程度に応じた個別指導の充実や、特別支援学級と通常

学級との交流を促進し、同じ場でともに学ぶことを通して、理解し合える教

育を目指すとともに、多様な学びの場の形成を進めます。 

・障がいのある児童・生徒の教育や就学、就労に関する相談体制を充実させる

とともに、関係機関との連携を強化し、個々のニーズに合った支援を行いま

す。 

 

主な施策・事業の内容 

①発達支援の推進 

施策・事業 取り組み内容 

児童発達支援センタ

ーの整備 
・福祉、保健、教育など一体的な支援を行うため、児童

発達支援センターの設置を検討します。 

早期発見、早期発達支

援システム 
・乳幼児健診から問題を早期に発見し、早期発達支援を

開始できるよう紀北医師会における「乳幼児保健検討

委員会」での検討や専門医療機関につなぐとともに、

その後、就学前教育・保育へとつないでいく早期発見、

早期発達支援システムの構築を促進します。 

・保育所等・幼稚園において、三重県が開発した支援ツ

ールである「ＣＬＭ（チェック・リスト in三重）と個

別の指導計画」を活用した発達支援を行います。 

・福祉・保健・教育と連携した発達支援ネットワークを

活用した途切れのない支援に努めます。 
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発達支援体制、相談支

援体制の充実 
・障がいの早期発見、早期発達支援に対応するため、母

子保健と連携した切れ目ない支援を図るとともに、就

学支援委員会、東紀州くろしお学園おわせ分校等の教

育機関や医療機関などとの連携を強化し、障がいのあ

る子どもの把握を的確に行い、個々の障がいに応じた

発達支援の充実を図ります。 

・保護者が不安を抱え込むことなく早期に相談できるよ

う、また、就学までの継続的な支援ができるよう、相

談支援体制を強化します。 

・通園児に対し、発達状況に応じたプログラムによる支

援を行うとともに、指導員の確保に努め、児童発達支

援体制を強化します。また、在宅の障がいのある子ど

も等が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、通

園児以外に対しても、発達支援・相談支援を行います。 

 

②就学前の保育・教育の充実 

施策・事業 取り組み内容 

保育所等・幼稚園にお

ける障がい児保育の

推進 

・一人ひとりの子どもの発達過程や障がいの状態を把握

し、必要に応じて加配保育士や介助員を配置するなど、

障がいのある子どもの受け入れを推進し、充実した生

活の支援を進めます。また、小学校への適切な支援情

報の引き継ぎができるよう取り組みます。 

保育士、教職員への研

修機会の充実 
・専門家による研修指導を受け、幼稚園教諭の資質の向

上に努め、支援を要する幼児へ適切な支援を行います。 

・保育士の専門性の向上や、保育内容の充実のための適

切な支援を行います。 

・発達支援の核となる人材育成や全保育士を対象とした

資質向上研修等の研修機会の充実を図ります。 

関係機関との連携 ・適切な支援情報の引き継ぎ等による途切れのない支援

を目指し、保育所等・幼稚園・小学校・中学校、保健・

医療・福祉など関係機関の連携を強化します。 

就学に向けた発達支

援体制の充実 
・途切れのない支援を目指し、就学前の成果が就学後に

生かせるよう、就学支援委員会など関係機関との連携

を強化し、継続的な発達支援体制を推進します。 
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③障がいのある児童・生徒の教育の充実 

施策・事業 取り組み内容 

就学前の指導・相談の

充実 
・就学支援委員会を中心として各機関と情報の共有を図

りながら、保護者の希望と児童・生徒のニーズを考慮

しつつ、専門家の助言をもとに一人ひとりの教育的ニ

ーズに応じた支援・指導が受けられるように努めます。 

・関係機関と連携しながら、保護者の希望に寄り添った

児童の支援ができるように努めます。また、乳児期か

ら就学まで途切れのない支援の充実を図ります。 

・今後も保護者の就学に関する悩みや質問を受け止める

機会の拡充を図り、教育相談を周知し、関係機関との

連携のもと、教育相談の充実を図ります。 

特別支援教育の充実 ・「パーソナルカルテ」による子ども一人ひとりに応じた

特別支援教育を実施するとともに、「個別の教育支援計

画」において、個々の特質とその教育的ニーズに基づ

いた教育過程や学習計画をＰＤＣＡサイクルで改善を

進めていきます。 

障がいの状態に応じ

た学習指導 
・今後も多様化する障がいに対応できるよう、スクール

カウンセラーや専門機関との連携を図り、教職員研修

に取り組みます。 

特別支援学校のセン

ター的役割の充実 
・東紀州くろしお学園おわせ分校は、地域における特別

支援教育のセンター的機能を担うことから、地域の

保・幼・小・中・高の各学校、園や福祉関係施設、行

政機関等との連携を強め、個人情報に配慮しながら情

報共有を図ります。 

・紀南地域でセンター的機能を果たす東紀州くろしお学

園本校との連携を図ります。 

・地域内の小中学校へのきめ細やかな巡回教育相談や夏

季公開研修会の実施を通して、小中学校の教員の特別

支援教育への理解と資質向上を図ります。 

放課後児童クラブへ

の障がいのある児童

の受け入れの確保 

・放課後児童クラブにおいて、障がいのある児童を受け

入れられる体制の整備に努めます。 
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④教育機会の拡充 

施策・事業 取り組み内容 

学校の施設・設備の充

実 
・子どもたちの安全確保のため、障がいのある児童・生

徒一人ひとりの状況に応じたバリアフリー化対応を推

進します。 

教育環境づくり ・必要に応じた介助員の配置や確保に取り組むとともに、

教材等の購入により支援体制を整備し、障がいのある

児童・生徒の学びの場を確立します。 

教育相談体制・研修の

充実 
・三重県教育委員会や関係機関が行う特別支援教育に関

する研修の受講を支援し、全教職員間で共有できるよ

うＯＪＴに取り組みます。 
 

⑤学習機会、交流の場の創出 

施策・事業 取り組み内容 

特別支援学校と地域

の学校との交流機会

の創出 

・東紀州くろしお学園おわせ分校と地域の保・幼・小・

中・高等学校との交流機会を積極的に創出します。ま

た、地域の一員として住民の方々と連携しながら、東

紀州くろしお学園おわせ分校への理解と協力が得られ

るように努めます。 

・交流活動を継続して実施し、特別支援学級、特別支援

学校相互の交流を深めます。 

・特別支援教育における交流及び共同学習の取り組みを

さらに進めるため、特別支援学校との副次的な籍制度

を導入します。県立特別支援学校の小中学部に在籍す

る児童生徒が、交流及び共同学習を通して、地域内の

小中学校において学習する機会の充実を図ります。 

交流の場の充実・拡充 ・放課後、休日などに子どもがともに遊び、学び、豊か

な人間性を形成する交流の場の充実・拡充を図ります。 

・介助員の配置により、普通学級で一緒に学ぶ活動の場

をつくりだすなど、交流の場の拡充を進めます。 

体験学習の充実 ・地域企業などの協力を得て、職場体験学習を継続させ

ていくとともに、体験学習がさらに充実したものとな

るよう努めます。 
 

⑥障がいのある児童・生徒の豊かな生活への対応 

施策・事業 取り組み内容 

卒業後に向けた教育

支援の充実 
・「個別の移行支援計画」では、地域や関係諸機関との連

携を図りながら児童・生徒の支援を継承する体制を確

立するとともに、卒業後の進路選択肢の拡大に向けた

取り組みと情報の提供を行います。また、学校、地域、

関係機関と連携して事業所の理解を図るとともに、生

徒や保護者の就労等への意識を高め、生徒の特性に応
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じた進路先を確保できるよう取り組みます。 

卒業後の進路等の支

援 
・学校教育終了後、障がいのある児童・生徒が適切な進

路選択ができるよう、相談や指導体制のさらなる充実

を図るとともに、関係機関との連携、卒業後の進路の

開拓、特別支援学校高等部の進路指導の充実、中学校

特別支援学級の現場実習等の推進、職業教育の充実を

図ります。 
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（４）保健・医療との連携 

施策の方向 

・各種健診や健康相談、健康教室の開催等を行い、障がいの早期発見・早期対

応に努めるとともに、障がいに対する正しい理解を深めます。 

・障がい者が身近な地域において、保健・医療サービス、医学的リハビリテー

ション等を受けることができるよう、提供体制の充実を図ります。 

・入院中の精神障がい者の退院、地域移行を推進するため、精神障がい者が地

域で暮らせる環境の整備に取り組みます。 

・医療的ケアが必要な重度障がい者に対する支援が確保されるよう、事業所の

協力も得ながら、受け入れ体制の充実に努めます。 

 

主な施策・事業の内容 

①乳幼児期における早期発見・早期対応 

施策・事業 取り組み内容 

妊婦健診、乳幼児健診

等の実施 
・安心・安全な出産の確保や疾病や障がいの早期発見・

対応を図るため、妊婦健診、乳幼児健診を実施します。 

乳幼児への保健指導

の実施 
・保護者の育児不安の解消に努め、子どもが心身ともに

健やかに成長できるよう、赤ちゃん訪問、健康教育・

健康相談・療育指導、母子保健訪問指導、健康診査後

の経過観察等の事業を継続します。 

 

②障がいの原因となる疾病等の早期発見・早期対応 

施策・事業 取り組み内容 

障がいの原因となる

生活習慣病等の予防

対策 

・人工透析や脳血管疾患によるまひなどは、日常生活に

大きな負担をもたらし、生活の質の低下を招くおそれ

があるため、原因となる糖尿病や高血圧、慢性腎臓病

（ＣＫＤ）など、生活習慣病の予防や重症化を防ぐた

めの対策に取り組みます。健康に関する生活習慣の改

善による健康の増進、健康診査、保健指導などを実施

します。 

・具体的には、特定健康診査などにより疾病を早期に発

見し、健康教室・健康相談を中心に、各種健康づくり

事業を展開しながら、正しい健康知識の普及・啓発に

努め、運動や食生活改善などの健康づくりを支援しま

す。 

訪問指導の実施 ・保健指導が必要な人を対象として、希望者には訪問指

導を実施します。 
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③地域医療、リハビリテーションの充実 

施策・事業 取り組み内容 

地域医療体制の確立 ・在宅医療介護連携支援センターを中心に、医師会等と

協働して医療と介護の連携体制を確立します。また、

医療・介護関係者の相互理解を深めるため、多職種の

研修会や懇談会等を定期的に開催し、意見交換するこ

とで、円滑な関係を築くとともに、専門職・事業所間

の連携を促進することで、それぞれの専門性を生かし

た一体的な支援体制の構築を図ります。 

自立支援医療の給付 ・身体障がい者（児）の障がいを軽減または回復させる

ための手術や治療など、日常生活における適応能力を

増進させるために必要な自立支援医療（更生医療・育

成医療）の給付を行います。 

・精神障がい者においては、自立支援医療（精神通院）

を受給できるよう関係機関と連携を図ります。 

訪問看護の推進 ・訪問看護ステーション等による在宅障がい者に対する

訪問看護サービスを促進します。 

精神医療の確保 ・本地域の精神医療は、主に医療法人 紀南会 熊野病院

と医療法人 紀南会 尾鷲診療所により確保されてお

り、医療機関の負担軽減に向けて、訪問等による相談

支援を随時行っていきます。 

精神保健活動の推進 ・精神障がい者が安心して地域で生活するために、医療

機関や各関係機関と連携しながら精神疾患や精神障が

いに対する正しい理解の普及・啓発に努めるとともに、

ピアカウンセリング事業など支援体制の充実に努めま

す。 

・うつ予防教室、うつ予防ＤＶＤ活用事業を実施すると

ともに、地域住民にうつの正しい知識を普及・啓発し、

地域で支援できる体制づくりに努めます。また、かか

りつけ医等との連携を図り、うつの早期発見、早期受

診が可能な地域づくりを目指します。 

在宅での生活を支え

るリハビリテーショ

ン等の充実 

・在宅で療養する障がい者がより安定した生活を送るこ

とができるよう、医療機関と連携し、適切なリハビリ

テーションが受けられる体制の整備を促進します。 

・高次脳障がいのある方へは三重県身体障害者総合福祉

センターと連携し、適切なリハビリテーションが受け

られるよう支援します。 
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④重度障がい者に対する支援 

施策・事業 取り組み内容 

リハビリテーション

等の充実 
・医療機関と連携し、適切なリハビリテーションが受け

られる体制の整備を促進します。 

・障がいのある児童・生徒のリハビリテーションを確保

するため、三重県立子ども心身発達医療センターの協

力を得て、発達支援・相談を実施します。 

受け入れ可能な施設

の確保 
・重度障がい者の日中の活動の場の確保に努めます。 

・ショートステイの利用拡大のため、他地域での施設利

用や高齢者施設の相互利用も含め、受け入れ先の確保

に努めます。 
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３．地域での暮らしを支える安全・安心な生活環境づ
くり 

 

（１）防災・防犯対策の推進 

施策の方向 

・災害が発生もしくは発生すると想定される場合に円滑な避難や情報提供、安

否確認ができるよう、避難行動要支援者に関する情報の整備や個別支援プラ

ンの作成、地域における避難支援体制等の充実に向けた取り組みを進めます。 

・障がい者を犯罪から守るため、関係機関や地域住民の連携を強化し、防犯体

制の充実を図るとともに、防犯啓発情報の発信に努めます。 
 

主な施策・事業の内容 

①防災・防犯知識の普及 

施策・事業 取り組み内容 

防災知識の普及・推進 ・災害時の被害が最小になるよう、防災対策講習会など

によって、より一層の防災知識の普及と防災意識の向

上に努めます。 

地域防犯体制等の充

実 
・警察署、自治会、民生委員・児童委員、防犯協会など

の連携により、地域ぐるみで犯罪や事故から障がい者

を守る意識の高揚に努めます。 

・エリアワンセグ放送や行政放送番組、広報などを活用

した防犯啓発情報の発信に努めます。 
 

②障がい者に配慮した防災体制の確立 

施策・事業 取り組み内容 

避難誘導体制の確立 ・避難行動要支援者の円滑な安否確認や避難誘導など、

地域の助け合いによる避難体制構築のために、災害時

の個別支援プランの作成や支援に努めます。 

・地域における民生委員・児童委員及び自主防災組織、

消防団との連携を強化し、障がい者の状況の把握及び

緊急時における障がい者の安否確認、避難誘導等が円

滑に行えるよう努めます。 

・安全な高台へ避難するための、効果的な避難路の整備

を進めます。 

避難場所の確保 ・障がい者に配慮した福祉避難所の確保に努めます。ま

た、既存の避難所についても、要配慮者に配慮したス

ペースの確保や誰もが使いやすい施設、備品の設置等

を検討していきます。 
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③通信手段の確保 

施策・事業 取り組み内容 

エ リ ア ワ ン セ グ 端

末・防災用個別受信機

の設置 

・視覚障がい者や聴覚障がい者に対して、災害時に有効

に機能するエリアワンセグ端末や防災用戸別受信機等

の設置に努めます。 
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（２）誰もが暮らしやすい環境づくり 

施策の方向 

・障がい者の自立と社会参加を支援し、誰もが快適で暮らしやすい生活環境の

整備を推進するため、生活の基盤となる住環境の確保・充実、ユニバーサル

デザイン化などに取り組みます。 

・バリアフリー化やユニバーサルデザイン推進の意義について普及啓発を促進

します。 

 

主な施策・事業の内容 

①ユニバーサルデザインのまちづくり 

施策・事業 取り組み内容 

公共空間等における

ユニバーサルデザイ

ンの推進 

・官公庁、学校などの公共施設について、福祉のまちづ

くりのモデルとなるよう、「三重県ユニバーサルデザイ

ンのまちづくり推進条例」に沿って、障がい者や高齢

者の利用に配慮した整備を進めます。 

・新規開設の市町道については、ユニバーサルデザイン

の理念に基づく整備を行います。 

 

②施設等のバリアフリー化の促進 

施策・事業 取り組み内容 

公共施設等のバリア

フリー化の推進 

・既存の公共施設については、随時点検を行い改善に努

めます。 

・歩道等の改修の際には、段差の解消や点字ブロックの

設置、歩行者が通行しやすい幅の確保等に努めます。 

・歩道への自転車駐輪や、障がい者用駐車スペースへの

駐車に対する住民モラルの向上が図られるよう啓発に

努めます。 

民間建築物等のバリ

アフリー化の促進 

・病院、スーパーマーケット、銀行など、多くの人びと

が利用する公共性の高い民間施設については、バリア

フリーの視点からの施設点検と改善が進められるよ

う、事業者への啓発に努めます。 

・障がい者だけでなく高齢者にとっても不可欠である、

バリアフリー化の意義について普及啓発を進めていき

ます。 
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（３）住まいの確保 

施策の方向 

・地域における多様な生活のあり方を確保するため、グループホームなどの居

住支援サービスの充実に努めます。 

・障がい者の自立と社会参加を支援し、誰もが快適で暮らしやすい生活環境の

整備を推進するため、生活の基盤となる住環境の確保・充実、ユニバーサル

デザイン化などに取り組みます。 

・障害者支援施設への入所支援については、地域移行の視点、支援を基本に置

きながら、障がいの程度やニーズに応じて、自己決定に基づいた適切な支援

を行います。 

・今後は、障がい者や高齢者単身世帯など住宅確保に配慮を要する方の居住ニ

ーズが高まると見込まれており、円滑な住まいの確保や、住宅政策と福祉政

策が一体となった居住支援機能等のあり方について検討していきます。 

 

主な施策・事業の内容 

①グループホームの確保 

施策・事業 取り組み内容 

グループホームの整

備 
・障がいの程度に応じたグループホームの整備に努める

とともに、空き家の活用について検討していきます。 

・面的整備型地域生活支援拠点整備を関係機関と協議し

ていきます。 

グループホームにお

ける生活支援の充実 
・グループホームの入所者が安心して暮らせるよう紀北

地域障がい者総合相談支援センター結や相談支援事業

者による支援体制の充実と居住環境の整備に努めま

す。 

 

②居住支援サービスの充実 

施策・事業 取り組み内容 

質の高い居住支援サ

ービスの確保 
・障害者総合支援法に基づく居住支援事業の実施にあた

っては、施設入所者との面談等を通して、状況にあっ

た提供を行います。 

入所施設との連携の

強化 
・利用者の状況にあわせて施設入所支援が行われるよう、

特定相談支援事業所及び入所施設との連携を強化する

とともに、行政職員等による施設訪問を行います。 

・地域移行については、本人や家族の意向を聞きながら、

本人の年齢や障がい状況等を含めた検討を実施してい

きます。 
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③公的住宅の確保 

施策・事業 取り組み内容 

障がい者向け住宅の

確保 
・空き家の有効活用や公的住宅の障がい者に配慮した住

宅改修など、経済的で使いやすい住宅の確保策を検討

します。 

公営住宅のバリアフ

リー化 
・地域生活支援事業の住宅改修費の活用を促し、障がい

者に配慮した住宅整備の推進を図ります。 

 

④暮らしやすい住まいへの支援 

施策・事業 取り組み内容 

住宅のバリアフリー

化の促進 
・障がい者や高齢者にとって安全で快適な住宅となるよ

う、介護保険制度や地域生活支援事業の「日常生活用

具給付事業」等の活用や制度の周知を図り、住宅のバ

リアフリー化を促進します。 

住宅に関する相談・支

援 
・一般の住宅で暮らす際の住居管理や賃貸契約について、

また、住宅改修と福祉用具を組み合わせた利用の助言

など、安全に安心して暮らすための相談支援を行いま

す。 

・民間の賃貸人などに対して、障がい者等の住宅確保要

配慮者への居住支援等について、県と連携して、啓発

に努めるとともに、保証人不在者への対応を検討しま

す。 
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（４）移動手段の確保 

施策の方向 

・自家用車等の外出手段を持たない障がい者の行動範囲を拡大し、社会参加を

促進するとともに家族等の負担を軽減するため、ヘルパーの確保など外出支

援サービスの充実を図ります。 

・障がい者や高齢者など交通弱者といわれる人たちの移動手段を確保するため、

障がい者が安心して利用できる公共交通機関の利便性向上に努めます。 

 

主な施策・事業の内容 

①移動支援の充実 

施策・事業 取り組み内容 

移動支援事業 ・外出が困難な障がい者の社会参加を促すため、ヘルパ

ーなどを派遣し、外出の手助けを推進します。 

・ニーズに合わせたサービス提供ができるよう、事業所

へ働きかけを行います。 

福祉有償運送 ・福祉有償運送が利用しやすいものとなるよう、利用者

への情報提供に努めるとともに、活用の拡大を図りま

す。 

・福祉有償運送運営協議会において、運用の必要性や対

価の妥当性について協議を行うとともに、実施事業所

に対して助言や指導を行います。 

 

②外出のための環境整備 

施策・事業 取り組み内容 

自 動 車 運 転 免 許 取

得・改造費助成事業 
・自動車改造や運転免許取得に対する助成の周知に努め

ます。 

旅行等の外出機会の

確保に向けた支援 
・介護が必要な障がい者が他地域へ旅行する場合、目的

地において必要となるヘルパーやボランティア等を確

保するための情報収集と提供に努め、利用のための連

絡調整に努めます。 
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③公共交通機関の充実 

施策・事業 取り組み内容 

障がい者に配慮した

公共交通機関の整備

促進 

・鉄道、バス、タクシーなどの公共交通機関に、障がい

者や高齢者が安心して利用できるよう、施設、車両な

どの改善についての要望を行うとともに、路線バスに

おけるリフト付バスやノンステップバスの導入、リフ

ト付タクシーの導入を働きかけます。 

・福祉タクシー事業者等との連携や、コミュニティバス

の利便性の向上を図るなど、障がい者や高齢者が安心

して外出できるよう移動手段の確保を図ります。 

 

④交通安全施策の推進 

施策・事業 取り組み内容 

交通安全対策の推進 ・視覚障がい者や聴覚障がい者の移動時における安全を

確保するため、大きくわかりやすい道路標識・案内の

設置や音声誘導装置を設置するなど、交通安全対策を

進めます。 

・尾鷲警察署と協力しながら、「ゾーン３０」や「あんし

ん歩行エリア」の設定地域内における、より一層の交

通安全対策を働きかけます。 
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第５章 計画の推進体制 
 

１．紀北地域協議会の推進 
 

紀北地域協議会は、地域の障がい者の生活を支えるために、相談支援事業

をはじめとしたシステムづくりの中核的な役割を果たすとともに、障がい福

祉サービスの提供体制の確保、関係機関によるネットワークの構築等に向け

た協議の場であり、障がい当事者や家族、住民代表者、医療機関、福祉事業

者、学識経験者、行政職員などにより構成されています。 

本計画の推進にあたっては、紀北地域協議会の運営を通じて可能な限り情

報共有を図りながら、計画の具体化に向けた協議を行うとともに、紀北地域

協議会を構成する部会等の取り組みにより、障がい者の意向に沿った施策の

展開を図っていきます。 

 

２．地域における連携体制の強化 
 

障がい者をはじめ、障がい者団体・福祉団体・社会福祉協議会などの関係

団体、その他の団体・企業、行政機関が一体となって障がい者施策を総合的

に推進します。 

 

３．新たな福祉ニーズへの対応 
 

新たな福祉ニーズに対応し、計画を実効性のあるものとするために、必要

に応じて紀北地域協議会における検討や当事者等との協議により、既存施策

の再構築についても視野に入れていきます。 

 

４．計画の進行管理と見直し 
 

本計画を着実に推進するため、ＰＤＣＡサイクルにより、各施策・事業の

進捗状況などの点検・評価を行い、必要に応じて、計画の変更や事業の見直

し等の調整を行います。 

また、計画の見直しにあたっては、社会情勢及び国の福祉施策の状況に対

応しながら、実績等の把握や分析・評価を行い、紀北地域協議会等において

意見を聴くことにより、必要がある場合には計画の変更及び事業の見直し等

を行います。 
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参考資料 
 

１．用語解説 
 

用 語 内 容 

あ  行 
アセスメント 一般的には環境分野において使用される用語。福祉の分野では第１段

階において、利用者が何を求めているのか正しく知ること、そしてそ

れが生活全般の中のどんな状況から生じているかを確認すること、援

助活動を行う前に行われる評価、利用者の問題の分析から援助活動の

決定までのことを指し、援助活動に先立って行われる一連の手続き。 

意思疎通支援

事業 

地域生活支援事業の一つ。手話通訳者、要約筆記者を派遣する事業、

手話通訳者を設置する事業、点訳、代筆、代読等による支援事業など

意思疎通を図ることに支障がある障がい者等とその他の者の意思疎

通を支援する。 

移動支援 地域生活支援事業の一つ。円滑に外出できるよう、移動を支援する。 

一般就労 障がい者の就労の種類の一つ。労働基準法等に基づく雇用関係による

一般の企業への就労のこと。 

インフォーマ

ルサービス 

公的な機関が提供するサービスではなく、地域住民やボランティアな

どが提供するサービス。 

エリアワンセ

グシステム 

エリアワンセグは地域限定の放送サービスのこと。尾鷲市では音声・

文字・映像による防災情報を送信するシステムとして活用している。 

か  行 
学習障がい 基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書

く、計算するまたは推論する能力のうち、特定の技能習得と使用に著

しい困難を示す障がい。 

協働 住民活動団体・事業者及び行政がお互いの立場を理解し、不特定かつ

多数のものの利益の増進を図るための共通の目標に向かって、対等な

立場で努力し、ともに取り組むこと。 

居宅介護（ホ

ームヘルプサ

ービス） 

居宅において、入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除等の

家事、生活等に関する相談・助言等、生活全般にわたる援助を行う障

がい福祉サービス。 

グループホー

ム（共同生活

援助） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行う

障がい福祉サービス。地域の住宅（アパート、マンション、一戸建て

など）において数人の知的障がい者や精神障がい者、身体障がい者な

どが、一定の経済的負担を担って共同で生活し、同居または近隣に居

住している専任の世話人により食事の提供、相談その他の日常的な支

援が行われる。 

ケアマネジメ

ント 

障がい者が社会生活を送る上で必要とする複数のニーズを適切な社

会資源と結びつける手続き全体のこと。アセスメント（事前評価）、

ケア計画の作成・実施、フォローアップなどの支援サービスを行う。 
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用 語 内 容 

権利擁護 意思能力が十分でないため、生活の様々な場面で権利を侵害されやす

い知的障がい者や認知症高齢者などが、安心して日常生活を送ること

ができるよう、その権利の擁護や権利行使に関する専門的な相談・援

助を行うこと。 

公共職業安定

所（ハローワ

ーク） 

厚生労働省からの指示を受け、都道府県労働局が地域の産業・雇用失

業情勢に応じた雇用対策を展開している。民間の職業紹介事業等では

就職へ結びつけることが難しい就職困難者を中心に支援する最後の

セーフティネットとしての役割を担う。 

工賃 一般的には「物を製作、加工する労力に対する手間賃」のことを指す。

障がい者が就労継続支援事業所等の仕事で収益を生んだ場合に、労働

成果として支払われるもの。 

合理的配慮 障がい者から、社会の中にあるバリアを取り除くための対応が求められ

たときに、負担が重すぎない範囲でバリアの除去を行うこと。段差があ

る場合に補助したり、障がい者の特性にあわせて催し物の座席を決めた

りするなど、様々な対応が考えられる。 

さ  行 
施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行

う障がい福祉サービス。 

肢体不自由 身体障がいの一つで、四肢（上肢・下肢）や体幹の機能に障がいがあ

ることをいう。身体障害者福祉法における障がいの分類では、最も対

象者が多い。 

児童発達支援 障がい児に、日常生活における基本的な動作の指導や知識・技能の付

与、集団生活への適応訓練等を行う障がい児通所支援。福祉型と医療

型がある。 

市民後見人 親族以外の市民による後見人。市民後見人は、弁護士などの専門職後

見人と同様に家庭裁判所が選任し、障がい者や高齢者等の判断能力が

不十分な人の保護・支援を行うこと。 

社会資源 社会的ニーズを充足する様々な物質や人材の総称。社会福祉では、社

会福祉施設、備品、サービス、資金、制度、情報、知識・技能、人材

等のことを指す。 

社会福祉協議

会 

社会福祉法の規定に基づき組織される地域福祉の推進を目的とする

団体。社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する

活動を行う者が参加するものとされており、様々な福祉サービスや相

談、ボランティア活動や住民活動の支援、共同募金など地域の福祉の

向上に取り組んでいる。略称は「社協」。 

重度訪問介護 重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする方に、居宅において、入

浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生

活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助並びに外

出時における移動中の介護を総合的に行う障がい福祉サービス。 

就労移行支援 一般企業等への就労を希望する障がい者に、一定期間、就労に必要な

知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う障がい福祉サービス。 

就労継続支援

（Ａ・Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な障がい者に、働く場を提供するととも

に、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う障がい福祉サービ

ス。雇用型（Ａ型）と非雇用型（Ｂ型）がある。 
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用 語 内 容 

就労定着支援 一般就労へ移行した障がい者について、就労に伴う生活面の課題に対

し、就労の継続を図るために企業・自宅等への訪問や障がい者の来所

により必要な連絡調整や指導・助言を行う障がい福祉サービス。 

手話通訳者 話の内容やその場で起こっている音を手話に、または手話を音声に変

換して伝えるなどの通訳者。厚生労働省の手話通訳士の試験等に合格

し、聴覚障がい者の社会参加を支援するための専門家。 

障害者基本法 障がい者施策に関する基本的理念とともに、国や地方公共団体等の責

務、障がい者のための施策の基本となる事項を定めること等により、

障がい者のための施策を総合的かつ計画的に推進し、障がい者の自立

とあらゆる分野の活動への参加を促進することを目的とする法律。 

障がい児福祉

計画 

児童福祉法の規定に基づき、障がい福祉サービス等の提供体制及び自

立支援給付等の円滑な実施に関して定める計画。国が示す基本指針に

即して策定することが義務づけられている。 

障がい者計画 障害者基本法の規定に基づき、都道府県・市区町村が策定する計画で、

障がい者のための施策に関する課題、目標、具体的な方策などを定め

るもの。 

障害者差別解

消法 

障害者基本法の基本的な理念に沿って、障がいを理由とする差別の解

消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者における障が

いを理由とする差別を解消するための措置（＝合理的配慮の提供）等

を定めた法律。これにより、差別の解消を推進し、障がいのある人も

ない人も、ともに暮らせる社会を目指すことを目的としている。正式

名称は、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」。 

障がい者週間 「障がい者週間」は、平成16年６月の障害者基本法の改正により、国

民の間に広く障がい者の福祉についての関心と理解を深めるととも

に、障がい者が社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に積極的

に参加する意欲を高めることを目的として設定された。毎年12月３日

から12月９日までの１週間となっている。 

障害者総合支

援法 

障がいの有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心し

て暮らせる地域社会の実現に寄与することを目的とし、障がい者・障

がい児が基本的人権を享有する個人として尊厳ある生活を営めるよ

う、必要な障がい福祉サービスの給付や地域生活支援事業などの支援

を総合的に行うことを定めた法律。旧称は、「障害者自立支援法」。正

式名称は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律」。 

障がい福祉計

画 

障害者総合支援法の規定に基づき、障がい福祉サービス、相談支援及

び地域生活支援事業の提供体制の確保等に関して定める計画。国が示

す基本指針に即して策定することが義務づけられている。 

ショートステ

イ 

「短期入所」を参照。 

ジョブコーチ

（職業適応援

助者） 

障がい者等が、職場に適応することを容易にするため、事業所に派遣

されたりし、職業習慣の確立や同僚への障がい者特性に関する理解の

促進を図る者。 

自立訓練 自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、身体機能

または生活能力の向上のために必要な訓練を行う障がい福祉サービ

ス。機能訓練と生活訓練の２種類がある。 
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用 語 内 容 

自立支援医療 障がいに係る公費負担医療制度間での負担の不均衡を解消するため、

医療費のみに着目した負担（精神通院医療）と、所得のみに着目した

負担（更生医療・育成医療）を医療と所得の双方に着目した負担とす

る仕組みに統合し、医療費の自己負担を原則１割とする公費負担医療

制度。 

身体障害者手

帳 

身体障害者福祉法の規定に基づき交付される手帳であり、身体障がい

の程度によって、１級から６級までに区分される。 

生活介護 常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行

うとともに、創作的活動または生産活動の機会を提供する障がい福祉

サービス。 

精神障害者保

健福祉手帳 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき交付される手帳

であり、精神障がいの程度によって１級から３級までに区分される。 

成年後見制度 認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など、判断能力が不十分

であるために法律行為における意思決定が不十分または困難な者に

ついて、その判断力を補い保護支援する制度。支援する人（後見人等）

を選任し、契約の締結等を代わりに行ったり、本人が誤った判断に基

づいて契約を締結した場合にそれを取り消したりできるようにする

など、地域で安心して生活できるように支援する。 

成年後見制度

利用支援事業 

地域生活支援事業の一つ。障がい福祉サービスを利用する知的障がい

者や精神障がい者に対し、権利擁護を図ることを目的とし、成年後見

制度の利用について必要となる経費のすべてまたは一部について補

助を行う。 

相談支援事業 地域生活支援事業の一つ。障がいのある方、その保護者、介護者など

からの相談に応じ、必要な情報の提供や権利擁護のための援助を行

い、自立した生活ができるよう支援する。 

た  行 
短期入所 

（ショートス

テイ） 

自宅で介護する人が病気の場合等に、一時的に短期間、夜間も含め施

設等で、入浴、排せつ、食事その他の必要な介護等を行う障がい福祉

サービス。 

地域移行支援 障がい者支援施設、精神科病院、児童福祉施設を利用する18歳以上の

者等を対象として、地域移行支援計画の作成、相談による不安解消、

外出の同行支援、住居確保、関係機関との調整等を行う障がい福祉サ

ービス。 

地域生活支援

事業 

障がい者が、自立した日常生活または社会生活を営むことができるよ

う、地域の特性や本人の状況に応じ、柔軟な形態により実施する事業。

移動支援事業や、成年後見制度利用支援事業等。 

地域包括支援

センター 

地域における高齢者の心身の健康保持や生活の安定のために必要な

援助を行うことを目的として設けられた施設。 

主な業務は、①包括的支援事業（介護予防ケアマネジメント業務、総

合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント支

援業務）、②介護予防支援、③要介護状態等になるおそれのある高齢

者の把握などで、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員等の専門

職が配置されている。 
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用 語 内 容 

特別支援学校 視覚障がい者、聴覚障がい者、知的障がい者、肢体不自由者または病

弱者に対して、幼稚園、小学校、中学校または高等学校に準ずる教育

を施すとともに、障がいによる学習上または生活上の困難を克服し自

立を図るために必要な知識技能を授けることを目的とした学校。平成

19年の学校教育法改正前は、盲学校、聾学校及び養護学校だった。 

特別支援学級 小学校、中学校、高等学校、中等教育学校や幼稚園においては、教育

上特別の支援を必要とする児童・生徒や幼児に対し、障がいによる学

習上または生活上の困難を克服するための教育を行う学級。平成19

年の学校教育法改正により、特殊学級から特別支援学級に名称変更さ

れた。 

特別支援教育 従来の特殊教育の対象の障がいだけでなく、学習障がい、注意欠陥多

動性障がい、高機能自閉症を含めて障がいのある児童・生徒の自立や

社会参加に向けて、その一人ひとりの教育ニーズを把握して、その持

てる力を高め、生活や学習上の困難を改善または克服するために、適

切な教育や指導を通じて必要な支援を行うもの。 

な  行 
難病 難病法（難病の患者に対する医療等に関する法律）に基づく難病は、

発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な

疾病であって、当該疾病にかかることにより長期にわたり療養を必要

とすることとなるもの。 

このうち、当該難病の患者数が国内において厚生労働省令で定める人

数に達せず、かつ、当該難病の診断に関し客観的な指標による一定の

基準が定まっていることその他厚生労働省令で定める要件を満たす

ものを指定難病という。 

日常生活自立

支援事業 

判断能力の不十分な方 （々認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい

等）を対象に、福祉サービス利用手続きに関する相談・援助、日常的

な金銭管理等を行う制度。 

日常生活用具

給付等事業 

地域生活支援事業の一つ。障がい者等の日常生活がより円滑に行われ

るための用具を給付または貸与すること等により、福祉の増進に資す

ることを目的とした事業。 

は  行 
発達障がい 発達障害者支援法上の定義では、脳機能の障がいであって、その症状

が通常低年齢において発現するものと規定され、心理的発達障がい並

びに行動情緒の障がいが対象とされている。自閉症、アスペルガー症

候群、その他の広汎性発達障がい、注意欠陥多動性障がいなどが含ま

れる。 

バリアフリー 障がい者が社会生活をしていく上で社会的、制度的、心理的なすべて

の障壁（バリア）となるものを除去すること。 

ハローワーク 公共職業安定所の通称。「公共職業安定所」参照。 

ピアカウンセ

リング 

障がい者自らの体験に基づいて、同じ仲間である他の障がい者の相

談・支援に応じ、問題の解決を図ることをいう。ピア＝仲間の意味。 

ＰＤＣＡ（ピ

ーディーシー

エー）サイク

ル 

施策や事業についてのＰ(Plan：計画)・Ｄ(Do：実施)・Ｃ(Check：点

検・評価)・Ａ(Action：改善に向けた行動)のサイクルを通じて、施

策の立案や事務の見直しなど行政運営の改善につなげる仕組み。 
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用 語 内 容 

避難行動要支

援者 

障がい者等の防災施策において配慮を要する人（要配慮者）のうち、

災害発生時の避難等に特に支援を要する人のこと。平成25年６月の災

害対策基本法の一部改正により避難行動要支援者名簿の作成が義務

づけられた。 

福祉的就労 障がい者の就労形態の一つ。各種施設や小規模作業所等で職業訓練等

を受けながら作業を行うこと。 

福祉避難所 市町村が、災害時に、自宅や避難所での生活が困難で、医療や介護な

どのサービスを必要とする人を一時的に受け入れ、保護するための施

設で、社会福祉施設などが指定される。 

福祉有償運送

事業 

移動に制約がある障がい者や高齢者などに対し、非営利法人が行う有

償の移送サービス。 

放課後等デイ

サービス 

学校に就学している障がい児に対し、放課後や夏休み等の長期休暇中

において、生活能力向上のための訓練等を継続的に提供する障がい児

通所支援。 

法人後見 社会福祉法人や社団法人、ＮＰＯ等の法人が成年後見人等となり、障

がい者や高齢者等の判断能力が不十分な人の保護・支援を行うこと。 

補装具 

 

身体障がい者の身体の一部の欠損または機能の障がいを補い、日常生

活や職業生活を容易にするために用いられる器具の総称。主なものと

して、義肢、装具、盲人用安全つえ、補聴器、車いすなどがある。 

ま  行 
民生委員・児

童委員 

厚生労働大臣から委嘱され地域で福祉の相談助言活動に従事してい

る者。各地域に配置され、地域に居住する子育てに悩んでいる人、高

齢者・障がい者等の福祉に関する様々な相談に応じ、福祉事務所や児

童相談所等の各種関係機関への橋渡し等必要な支援活動を行ってい

る。 

や  行 
ユニバーサル

デザイン 

障がいの有無、年齢、性別などに関係なく、すべての人が使いやすい

ように製品・建物・環境などをデザインすること。アメリカのロナル

ド・メイスによって提唱された概念。 

要約筆記 難聴者や失聴者などに、会議や講義などの内容を手書きやパソコンで

入力した文章で伝えること。 

ら  行 
リハビリテー

ション 

事故・疾病等により障がいを受けた人や、長期療養者を対象にして行

う、機能回復と社会復帰のための、総合的な療法・指導・訓練。 

療育 「療」は医療を、「育」は養育・保育・教育を意味し、障がい児やそ

の家族、障がいに関し心配のある方などを対象として、障がいの早期

発見・早期治療、訓練等による障がいの軽減や基礎的な生活能力の向

上を図るため、相談、指導、診断、検査、訓練等の支援を行うこと。 

療育手帳 知的障害者福祉法により知的障がいと判定された方に対して交付さ

れる手帳。一貫した指導・相談を行うとともに、各種の支援を受けや

すくするために交付される。 

療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管

理、看護、介護及び日常生活の世話を行う障がい福祉サービス。 
 
 



57 

２．紀北地域協議会設置要綱 
 

 

（目的） 

第１条 尾鷲市と紀北町は、相談支援事業をはじめとする地域の障がい福祉に関するシス

テムづくりに関し、中核的な役割を果たす協議の場として、紀北地域協議会（以下「協

議会」という。）を設置する。 

 

（機能） 

第２条 協議会は次に掲げる機能を有するものとする。 

（１）地域の関係機関によるネットワーク構築に向けた協議を行う。 

（２）地域の社会資源の開発、改善を行う。 

（３）中立・公平性を確保する観点から、相談支援事業の運営方針を協議し、委託事業者

の評価を行う。 

（４）紀北地域障がい者福祉計画及び尾鷲市障がい福祉計画、紀北町障がい福祉計画策定

に必要な検討を行うこと。 

（５）その他、協議会の趣旨に合致する事項についての協議を行う。 

 

（組織） 

第３条 協議会は、委員 25 人以内で組織する。 

２ 委員は、障がい福祉に関する相談支援員、障がい福祉サービス事業者、保健・医療関

係者、教育・雇用関係者、障がい関係団体、学識経験者、関係行政機関等の中から、事

務局を担当する首長が委嘱する。 

３ 協議会に特定事項を協議する部会を設置することができる。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は１年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。 

 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総括する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときまたは欠けたときは、その職務を代理

する。 

 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数が出席しなければ会議を開くことができない。 
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３ 部会は部会長が招集し、関係者の出席で会議を開くことができる。ただし、部会長は

協議会で報告しなければならない。 

 

（関係者の出席） 

第７条 会長が必要あると認めるときは、協議会に関係者の出席を求め、意見または説明

を聞くことができる。 

 

（秘密の保持） 

第８条 協議会の委員及び関係者は、正当な理由がなく、協議会の職務に関して知りえた

秘密を漏らしてはならない。 

 

（事務局） 

第９条 協議会の事務局は、尾鷲市、紀北町が年度毎に輪番で担当し、庶務を処理するも

のとする。 

２ 事務局は協議会の運営に関し必要な事項を協議するため、運営会議を開くことができ

る。 

 

（変更） 

第 10 条 本要綱を変更する必要がある場合は、尾鷲市、紀北町の同意を得て変更するもの

とする。 

 

（運営事項） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、協議会及び部会の運営に関し必要な事項は、会長

が協議会に諮って定める。 

 

（附則） 

この要綱は、平成 19 年 10 月１日から施行する。 

この要綱は、平成 23 年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成 26 年７月１日から施行する。 
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３．紀北地域協議会委員名簿 
 

（順不同、敬称略） 

役職 氏  名 団 体 名 等 役 職 等 

会長 加藤 康子 紀北医師会 かとう小児科医師 

 今西 裕隆 医療法人紀南会 熊野病院 精神保健福祉士 

 峪口 まなみ 尾鷲公共職業安定所 統括職業指導官 

 中村 公郎 尾鷲保健所 所長 

 堀井 肇 三重県立特別支援学校東紀州くろしお学園おわせ分校 教頭 

 内山 洋輔 尾鷲市社会福祉協議会 事務局長 

 森下 昭弘 紀北町社会福祉協議会 事務局長 

 世古 克人 尾鷲商工会議所 事務局長 

 中瀬 哲弥 みえ熊野古道商工会 海山支所 局長 

 西川 恭次 尾鷲市身体障害者互助会 会長 

 牧野 由美 紀北町障がい者団体連合会 会員 

 上村 公彦 紀北作業所 所長 

 濵口 麻由奈 ゆめ向井工房 所長 

 牧野 正人 紀北作業所保護者会 会長 

 伊藤 徹哉 はあとの会 会長 

 福田 一成 手話サークル かたつむり 代表 

 加藤 益洋 障がい者支援グループたいき 施設長 

副会長 𠮷田 直文 ＮＰＯ法人「ひのきの会」 理事長 

 宮原 香奈子 ＮＰＯ法人「あいあい」 理事 

 小倉 努 社会福祉法人慈徳会 桃朋園 施設長 

 世古 直美 株式会社やきやまふぁーむ 代表 

 近藤 大志 紀北広域連合 事務局長 

 山口 修史 尾鷲市福祉保健課 課長 

 直江 和哉 紀北町福祉保健課 課長 

 東地 正幸 紀北地域障がい者総合相談支援センター 結 センター長 
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４．紀北圏域障がい福祉サービス事業所一覧 
 

 

 

サービス種類 事業所名 住所 電話番号

 尾鷲社協介護事業所  尾鷲市中村町1番5号  0597-22-3354

 在宅ケアグループあいあい  尾鷲市矢浜一丁目15番45号  0597-23-3007

 介護すまいる館　たむろ  尾鷲市野地町4番16号  0597-22-1457

 在宅ケアグループゆうあい  北牟婁郡紀北町東長島1307番地1  0597-47-0458

 紀北町社協ホームヘルパー「海山」  北牟婁郡紀北町引本浦239-2  0597-32-3357

 紀北町社協ホームヘルパー「長島」  北牟婁郡紀北町東長島209-9  0597-47-1080

 訪問介護たいき  北牟婁郡紀北町三浦709番地１  0597-46-1488

 尾鷲社協介護事業所  尾鷲市中村町1番5号  0597-22-3354

 在宅ケアグループあいあい  尾鷲市矢浜一丁目15番45号  0597-23-3007

 紀北町社協ホームヘルパー「海山」  北牟婁郡紀北町引本浦239-2  0597-32-3357

 紀北町社協ホームヘルパー「長島」  北牟婁郡紀北町東長島209-9  0597-47-1080

 介護すまいる館　たむろ  尾鷲市野地町4番16号  0597-22-1457

 尾鷲社協介護事業所  尾鷲市中村町１番５号  0597-22-3354

 在宅ケアグループあいあい  尾鷲市矢浜一丁目15番45号  0597-23-3007

 行動援護  在宅ケアグループあいあい  尾鷲市矢浜一丁目15番45号  0597-23-3007

 ゆめ向井工房  尾鷲市大字向井133番地12  0597-23-3320

 あいあいの丘ふぁみり  尾鷲市矢浜四丁目1番46号  0597-37-4165

 紀北作業所分場 瑠璃が浜  北牟婁郡紀北町東長島209番地9  0597-47-5262

 紀北作業所  北牟婁郡紀北町上里275番地20  0597-36-1601

 あいあい日向  尾鷲市大字向井133番9号  0597-23-3075

 輪内高齢者サービスセンター  尾鷲市曽根町606番地1  0597-27-3800

 共生型生活介護  紀北町社協デイサービス「ゆとり」  北牟婁郡紀北町東長島209番地9  0597-47-5544

 生活介護（障害者支援施設）  桃朋園  北牟婁郡紀北町上里227番地1  0597-33-1800

 ゆめ向井工房  尾鷲市大字向井133番地12  0597-23-3320

 天使の家  尾鷲市尾鷲市古戸町10番17号  0597-37-4337

 やきやまふぁーむ  尾鷲市三木里町249番地1  0597-28-8007

 優・結  尾鷲市大字南浦1677番地1  080-8451-5338

 特定非営利活動法人ひのきの会  北牟婁郡紀北町船津2565-1  0597-35-0707

 紀北作業所  北牟婁郡紀北町上里275－20  0597-36-1601

 就労Ｂ型事業所　たいき  北牟婁郡紀北町三浦705番地11  0597-46-1488

 短期入所  桃朋園  北牟婁郡紀北町上里227番地1  0597-33-1800

 施設入所支援  桃朋園  北牟婁郡紀北町上里227番地1  0597-33-1800

 和家  尾鷲市向井151-1  0597-37-4030

 金塚ホーム  北牟婁郡紀北町上里悪水小川内79  0597-36-1089

 しょうがい者グループホーム　たいき  北牟婁郡紀北町三浦740番地2  0597-46-1122

 障がい者グループホームここはあと  尾鷲市矢浜一丁目15番45号  0597-23-3007

 児童発達支援  あいあいの丘ふぁみり  尾鷲市矢浜四丁目1番46号  0597-37-4165

 放課後等デイサービス  あいあいの丘ふぁみり  尾鷲市矢浜四丁目1番46号  0597-37-4165

 障がい者相談支援センターありす  尾鷲市矢浜一丁目15番45号  0597-23-3007

 相談支援事業所ぷらん結  尾鷲市栄町5番5号  0597-22-3170
 計画相談支援

 居宅介護

 重度訪問介護

 同行援護

 生活介護

 就労継続支援Ｂ型

 共同生活援助



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６期紀北地域障がい者福祉計画 
［令和６年度～令和８年度］ 

発  行  尾鷲市、紀北町 

発行年月  令和６年３月 

尾鷲市福祉保健課 

〒519-3696 

三重県尾鷲市中央町 10番 43号 

電 話：0597-23-8203 

ＦＡＸ：0597-23-8204 

紀北町福祉保健課 

〒519-3292 

三重県北牟婁郡紀北町東長島 769番地１ 

電 話：0597-46-3122 

ＦＡＸ：0597-47-5903 

 

 


